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規 則 

 

新型コロナウイルス感染症に伴う江東区介護保

険の第１号保険料減免の特例に関する規則を廃止

する規則を公布する。 

  令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第６号 

新型コロナウイルス感染症に伴う江東区介

護保険の第１号保険料減免の特例に関する

規則を廃止する規則 

新型コロナウイルス感染症に伴う江東区介護保

険の第１号保険料減免の特例に関する規則（令和

２年６月江東区規則第５２号）は、廃止する。 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区こども発達センター条例施行規則の一部

を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第７号 

江東区こども発達センター条例施行規則の

一部を改正する規則 

 江東区こども発達センター条例施行規則の一部

を改正する規則（平成５年４月江東区規則第４３

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項第１号中「指導訓練室」を「発達

支援室」に改め、同条第２項の表中 
「 こども発達扇橋

センター 

東京都江東区扇橋

三丁目７番２号 」 

を 
「 江東区こども発

達亀戸センター 

東京都江東区亀戸

一丁目２４番６号 」 

に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。

ただし、第２条第２項の改正規定は、令和６年１

０月１日から施行する。 

                     

江東区避難行動要支援者名簿情報の提供に関す

る条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第８号 

江東区避難行動要支援者名簿情報の提供に

関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 江東区避難行動要支援者名簿情報の提供に関す

る条例施行規則（令和５年３月江東区規則第１０

号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第５号中「隣保互助」を「共助」に改め

る。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区住居表示に関する条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第９号 

江東区住居表示に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

 江東区住居表示に関する条例施行規則（昭和３

９年１０月江東区規則第２３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１７条第１項を次のように改める。 

 住居表示実施等証明書の交付の場所は、江東区

区民部区民課（以下「区民課」という。）とする。 

 第１７条中第３項を削り、第４項を第３項とす

る。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区清掃リサイクル条例施行規則の一部を改

正する規則を公布する。 

  令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１０号 

江東区清掃リサイクル条例施行規則の一部

を改正する規則 

 江東区清掃リサイクル条例施行規則（平成１２

年３月江東区規則第４４号）の一部を次のように

改正する。 

第３７条第１項中「地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１５８条」を「地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１

項」に改める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の職名に関する規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

  令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１１号 
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江東区職員の職名に関する規則の一部を改

正する規則 

 江東区職員の職名に関する規則（昭和４６年４

月江東区規則第２１号）の一部を次のように改正

する。 

 別表中「一般事務 社会教育」を「一般事務 Ｉ

ＣＴ 社会教育」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の配偶者同行休業に関する条例施行

規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１２号 

江東区職員の配偶者同行休業に関する条例

施行規則の一部を改正する規則 

江東区職員の配偶者同行休業に関する条例施行

規則（平成２７年３月江東区規則第４４号）の一

部を次のように改正する。 

第６条を第７条とし、第５条の次に次の１条を

加える。 

（特定職員についての適用除外） 

第６条 条例第１０条第１項の規定は、条例第２

条又は条例第６条第１項の規定による申請をし

た職員が、江東区立幼稚園教育職員の給与に関

する条例（平成１２年３月江東区条例第４８号）

に定める幼稚園教育職員（区立幼稚園の園長、

副園長、教諭及び養護教諭）の場合には、適用

しない。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区江東きっずクラブ条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１３号 

江東区江東きっずクラブ条例施行規則の一

部を改正する規則 

江東区江東きっずクラブ条例施行規則（平成２

２年４月江東区規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

 別表第１江東きっずクラブ越中島の項中「７３

名」を「１０５名」に改め、同表江東きっずクラ

ブ南陽の項の次に次のように加える。 
江東きっずクラブ川南 ９６名 

 別表第１江東きっずクラブ有明西の項中「１０

５名」を「１８３名」に改める。 

 別表第２江東きっずクラブ豊洲四丁目の項中

「５７名」を「４６名」に改める。 

 別記第１号様式から別記第３号様式までを次の

ように改める。 
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別記第１号様式（第４条関係） 
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別記第２号様式（第４条関係） 
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別記第３号様式（第４条関係） 

 
 別記第別記第８号様式を次のように改める。
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別記第８号様式（第８条関係） 
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   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区区民体育館条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１４号 

江東区区民体育館条例施行規則の一部を改

正する規則 

江東区区民体育館条例施行規則（平成２１年３

月江東区規則第３６号）の一部を次のように改正

する。 

第９条第２項第２号中「小学生又は中学生」を

「中学生以下の者及び高校生等（１５歳に達する

日以後の最初の４月１日から１８歳に達する日以

後の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。）」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区区民体育館条

例施行規則の規定は、この規則の施行の日（以

下「施行日」という。）以後に行う利用の承認に

ついて適用し、施行日前に行った利用の承認に

ついては、なお従前の例による。 
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江東区営プール条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１５号 

江東区営プール条例施行規則の一部を改正

する規則 

江東区営プール条例施行規則（平成２１年３月

江東区規則第３７号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条第２項の表２の項中「小、中学生」を「小・

中学生及び高校生等（１５歳に達する日以後の最

初の４月１日から１８歳に達する日以後の最初の

３月３１日までの間にある者をいう。）」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区営プール条例

施行規則の規定は、この規則の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に行う利用の承認につ

いて適用し、施行日前に行った利用の承認につ

いては、なお従前の例による。 

                    

江東区指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める規則を廃止す

る規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１６号 

江東区指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準を定める規

則を廃止する規則 

江東区指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める規則（平成２

５年３月江東区規則第１９号）は、廃止する。 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区指定地域密着型サービス事業所及び指定

地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関

する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１７号 

江東区指定地域密着型サービス事業所及び

指定地域密着型介護予防サービス事業所の

指定等に関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定地域密着型サービス事業所及び指定

地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関

する規則（平成１８年６月江東区規則第６１号）

の一部を次のように改正する。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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別記第３号様式から別記第６号様式までを次の

ように改める。 
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別記第３号様式（第３条関係） 
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別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 
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別記第６号様式（第４条関係） 

 
 別記第８号様式を次のように改める。 
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別記第８号様式（第６条関係） 

 
   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定地域密着型サービス事業所及び指

定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等

に関する規則の別記様式による用紙で、現に残

存するものは、所要の修正を加え、なお使用す

ることができる。 
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江東区指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定める規則を廃止する規

則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１８号 

江東区指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を

定める規則を廃止する規則 

 江東区指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定める規則（平成２５年

３月江東区規則第２０号）は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関す

る規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第１９号 

江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に

関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関す

る規則（平成３０年３月江東区規則第１９号）の

一部を次のように改正する。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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 別記第３号様式から別記第５号様式までを次の

ように改める。 
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別記第３号様式（第３条関係） 
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別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 

 
 別記第７号様式を次のように改める。 
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別記第７号様式（第５条関係） 

 
   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関

する規則の別記様式による用紙で、現に残存す

るものは、所要の修正を加え、なお使用するこ

とができる。 

                    

江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関す

る規則の一部を改正する規則を公布する。 
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  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２０号 

江東区指定介護予防支援事業所の指定等に

関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関す

る規則（平成１８年６月江東区規則第６２号）の

一部を次のように改正する。 

 第３条に次の１項を加える。 

２ 施行規則第１４０条の３５の規定による届出

は、指定介護予防支援委託（変更）の届出書（別

記第６号様式）による。 

 第４条中「別記第６号様式」を「別記第７号様

式」に改める。 

 第５条第１項中「別記第７号様式」を「別記第

８号様式」に改める。 

 第８条中「別記第８号様式」を「別記第９号様

式」に改める。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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 別記第３号様式から別記第５号様式までを次の

ように改める。 

 

 



令和 6年 4月 30日（火曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 219 号） 

 

29 

 

 

別記第３号様式（第３条関係） 
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別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 

 
 別記第７号様式を削り、別記第６号様式を別記

第７号様式とし、別記第５号様式の次に次の１様

式を加える。 
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別記第６号様式（第３条関係） 

 
 別記第８号様式を別記第９号様式とし、別記第

７号様式の次に次の１様式を加える。 
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別記第８号様式（第５条関係） 

 
   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関

する規則の別記様式による用紙で、現に残存す

るものは、所要の修正を加え、なお使用するこ

とができる。 

                    

江東区災害対策本部条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 
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  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２１号 

江東区災害対策本部条例施行規則の一部を

改正する規則 

 江東区災害対策本部条例施行規則（昭和４０年

７月江東区規則第２９号）の一部を次のように改

正する。 

 第６条第１項第２号中「建築課長」の次に「、

同建築調整課長」を加える。 

 別表政策経営部の項中 

「部長 政策経営部長」 

を 

「部長 政策経営部長 

 補佐 ＤＸ推進室長」 

に、 

「補佐 情報システム課長」 

を 

「補佐 情報システム課長 

 補佐 ＤＸ推進課長  」 

に、 

「班長 広報広聴課長        」 

を 

「班長 広報広聴課長 

 補佐 シティプロモーション担当課長」 

に改め、同表総務部の項中 

「補佐 男女共同参画推進センター所長」 

を 

「補佐 男女共同参画推進センター所長 

 補佐 コンプライアンス推進担当課長」 

に、 

「補佐 被災者支援担当課長  」 

を 

「補佐 被災者支援担当課長   

 補佐 災害時要配慮者担当課長」 

に改め、同表地域振興部の項中 

「補佐 区民協働推進担当課長」 

を 

「補佐 区民協働推進担当課長 

 補佐 多文化共生担当課長 」 

に改め、同表障害福祉部の項中 

「７ 部所管出先施設の管理運営に関すること。 

８ 部内他の班に属しないこと。      」 

を 

「７ 部所管出先施設の管理運営に関すること。」 

に改め、同表生活支援部の項中 

「班長 医療保険課長」 

を 

「班長 医療保険課長 

 補佐 生活応援課長」 

に改め、同表健康部の項中 

「補佐 健康部次長               

 補佐 新型コロナウイルスワクチン接種推進 

室長                 」 

を 

「補佐 健康部次長            」 

に、 

「補佐 歯科保健・医療連携担当課長 

 補佐 ワクチン接種管理担当課長  

 補佐 ワクチン接種推進担当課長 」 

を 

「補佐 歯科保健・医療連携担当課長」 

に改め、同表こども未来部の項中 

「補佐 養育支援課長 

補佐 児童相談所開設準備担当課長 

補佐 保育計画課長       」 

を 

「補佐 養育支援課長        

 補佐 保育政策課長        

補佐 児童相談所開設準備担当課長 

補佐 こども政策推進担当課長  」 

に、 

「班長 保育課長  」 

を 

「班長 保育支援課長」 

に改め、同表都市整備部の項中 

「補佐 沿線まちづくり担当課長  

補佐 都市交通輸送計画担当課長」 

を 

「補佐 都市交通輸送計画担当課長 

補佐 沿線まちづくり担当課長 」 

に改め、同表教育委員会事務局の部庶務班の項中 

「補佐 学校施設課長 

補佐 教育支援課長 

補佐 地域教育課長 

補佐 整備担当課長」 

を 

「補佐 教育支援課長 

補佐 地域教育課長」 

に、 

「６ 区教育施設の被害状況調査、報告及び応急

修理に関すること。 

７ 避難所の設営及び管理運営に関すること。 

８ 部内他の班に属しないこと。      」 

を 

「６ 避難所の設営及び管理運営に関すること。 
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７ 部内他の班に属しないこと。     」 

に改め、同項の次に次のように加える。 

営繕班 

 班長 学校施設課長 

 補佐 整備担当課長 

１ 区教育施設の

被害状況調査、報

告及び応急修理

に関すること 

 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区国民健康保険条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２２号 

江東区国民健康保険条例施行規則の一部を

改正する規則 

 江東区国民健康保険条例施行規則（昭和３４年

１１月江東区規則第５号）の一部を次のように改

正する。 

 第５条の２第１項を次のように改める。 

条例第１８条の３第１項に規定する区長が別

に定める額とは、次の各号に掲げる場合に応じ、

当該各号に定める額とする。 

(1) 変更後の賦課額が変更前の賦課額を上回る

場合 当該上回る額を変更決定した月（以下

「変更月」という。）以後の月数で除して得た

額を変更前の納付額に加えた額 

(2) 変更後の賦課額が変更前の賦課額を下回る

場合 当該下回る額を変更月以後の月数で除

して得た額を変更前の納付額から減じた額 

 第１０条中「国民健康保険料に関する申告書」

を「国民健康保険料等に関する申告書」に改める。 

 別記第２２号様式を次のように改める。 
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別記第２２号様式（第６条関係） 

 

 
 別記第３１号様式を次のように改める。 
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別記第３１号様式（第１０条関係） 

 
   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区国民健康保険条例施行規則の別記様式

による用紙で、現に残存するものは、所要の修

正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律施行

細則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２３号 

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律

施行細則の一部を改正する規則 

江東区都市の低炭素化の促進に関する法律施行

細則（平成２４年１２月江東区規則第６８号）の

一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律」に改める。 

第６条第２項中「建築主事」の次に「又は建築

副主事（以下「建築主事等」という。）」を加える。 

第７条、第８条第２項及び第９条中「建築主事」

を「建築主事等」に改める。 

別記第３号様式、別記第５号様式及び別記第１

１号様式中「建築主事」を「建築主事等」に改め

る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区都市の低炭素化の促進に関する法律施

行細則の別記様式による用紙で、現に残存する

ものは、所要の修正を加え、なお使用すること

ができる。 

                    

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律施行細則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２４号 

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律施行細則の一部を改正する規

則 

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律施行細則（平成２８年６月江東区規則第

６６号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

江東区建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律施行細則 

第１条中「は、建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律」を「は、建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律」に、「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律施行令」を

「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律施行令」に、「建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律施行規則」を「建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に

改める。 

第７条第２項中「建築主事」の次に「又は建築

副主事（以下「建築主事等」という。）」を加える。 

 第８条、第９条第２項及び第１０条中「建築主

事」を「建築主事等」に改める。 

 第１１条中「向上の」を「一層の向上の」に改



（号外第 219号）            江 東 区 公 報     令和 6 年 4月 30日（火曜日） 

 

38 

 

 

める。 

第１７条第２項中「建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律施行規則第１１条の規定に

よる軽微変更該当証明申請書」を「建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第

１１条の規定による軽微変更該当証明申請書」に

改め、同条第３項中「建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律施行規則第１１条の規定に

よる軽微変更該当証明書」を「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律施行規則第１１

条の規定による軽微変更該当証明書」に、「建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規

則第１１条の規定による軽微変更該当証明申請

書」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則第１１条の規定による軽微変

更該当証明申請書」に改める。 

第１８条第１項中「建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律施行規則第２９条の規定に

よる軽微変更該当証明申請書」を「建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第

２９条の規定による軽微変更該当証明申請書」に

改め、同条第２項中「建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律施行規則第２９条の規定に

よる軽微変更該当証明書」を「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２９

条の規定による軽微変更該当証明書」に、「建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規

則第２９条の規定による軽微変更該当証明申請

書」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則第２９条の規定による軽微変

更該当証明申請書」に改める。 

 別記第１号様式、別記第１号の２様式、別記第

１号の３様式、別記第１号の４様式、別記第２号

様式、別記第２号の２様式及び別記第３号様式中

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律」に改める。 

 別記第４号様式中「建築主事」を「建築主事等」

に、「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律」に改める。 

 別記第５号様式中「江東区建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法律施行細則」を「江東

区建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律施行細則」に改める。 

 別記第６号様式中「建築主事」を「建築主事等」

に、「江東区建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律施行細則」を「江東区建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律施行細則」に

改める。 

 別記第７号様式中「建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

 別記第８号様式中「建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律」に、「向上の」を

「一層の向上の」に改める。 

 別記第９号様式、別記第１０号様式、別記第１

１号様式、別記第１１号の２様式及び別記第１２

号様式中「江東区建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律施行細則」を「江東区建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細

則」に改める。 

 別記第１３号様式及び別記第１４号様式中「建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」

を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律」に、「建築主事」を「建築主事等」に改め

る。 

 別記第１５号様式から別記第１９号様式までの

規定中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律施行規則」を「建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律施行規則」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律施行細則の別記様式による用紙で、

現に残存するものは、所要の修正を加え、なお

使用することができる。 

                    

江東区営住宅条例施行規則の一部を改正する規

則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２５号 

江東区営住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則 

 江東区営住宅条例施行規則（平成１０年２月江

東区規則第１号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第４１条」を「第４２条」に、「第４２

条―第４５条」を「第４３条―第４６条」に改め

る。 

 第９条を削り、第８条を第９条とし、第５条か

ら第７条までを１条ずつ繰り下げ、第４条の次に
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次の１条を加える。 

（単身使用者に係る区営住宅の規格） 

第５条 条例第６条第３項の規定により規則で定

める住宅の規格は、間取りが１ＤＫの住戸とす

る。ただし、区長が特に必要があると認める住

宅については、この限りでない。 

 第９条の次に次の１条を加える。 

（連絡先変更届等） 

第９条の２ 使用者は、条例第１２条第１項第１

号に規定する請書に記載された連絡先を他の者

に変更しようとするときは、連絡先変更届（別

記第７号の２様式）を区長に提出しなければな

らない。 

２ 使用者は、条例第１２条第１項第１号に規定

する請書又は前項に規定する連絡先変更届に記

載された連絡先の住所、氏名又は電話番号に変

更があったときは、直ちに区長に届け出なけれ

ばならない。 

 第１１条の２を削る。 

 第４５条を第４６条とし、第４４条を第４５条

とし、第４３条中「別記第５１号様式」を「別記

第５２号様式」に改め、同条を第４４条とし、第

４２条を第４３条とし、第４１条の次に次の１条

を加える。 

（駐車場返還届） 

第４２条 条例第４９条において準用する条例第

２４条第１項の規定により駐車場を返還しよう

とする者は、駐車場返還届（別記第５１号様式）

を区長に提出しなければならない。 

別表第１及び別表第２を次のように改める。 
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別表第１（第１３条関係） 

名称 専用面積 利便性係数 

扇橋一丁目アパ

ート 

浴槽Ⅰ 61.53㎡ 0.9357 

浴槽Ⅱ 61.53㎡ 0.9499 

塩浜住宅 １号棟 浴槽なし 42.36㎡ 0.9028 

浴槽Ⅰ 42.36㎡ 0.9361 

浴槽Ⅱ 42.36㎡ 0.9503 

２号棟 浴槽なし 51.04㎡ 0.9073 

浴槽Ⅰ 51.04㎡ 0.9408 

浴槽Ⅱ 51.04㎡ 0.9551 

猿江一丁目アパ

ート 
― ― ― 

北砂二丁目アパ

ート 

浴槽なし 51.22㎡ 0.8776 

浴槽Ⅰ 51.22㎡ 0.9099 

浴槽Ⅱ 51.22㎡ 0.9238 

大島五丁目住宅 ― ― ― 

東砂八丁目住宅 浴槽なし 51.04㎡ 0.8762 

浴槽Ⅰ 51.04㎡ 0.9085 

浴槽Ⅱ 51.04㎡ 0.9224 

森下二丁目住宅 Ａタイプ 浴槽Ⅰ 47.41㎡ 0.9398 

浴槽Ⅱ 47.41㎡ 0.9541 

Ｂタイプ 浴槽Ⅰ 56.74㎡ 0.9398 

浴槽Ⅱ 56.74㎡ 0.9541 

Ｃタイプ 浴槽Ⅰ 48.05㎡ 0.9398 

浴槽Ⅱ 48.05㎡ 0.9541 

塩浜一丁目住宅 １２号棟 浴槽Ⅰ 48.07㎡ 0.9558 

浴槽Ⅱ 48.07㎡ 0.9704 

１４号棟 Ａタイプ 浴槽Ⅰ 61.53㎡ 0.9558 

浴槽Ⅱ 61.53㎡ 0.9704 

Ｂタイプ 浴槽Ⅱ 74.89㎡ 0.9704 

北砂七丁目住宅 １号棟 浴槽Ⅱ 63.11㎡ 0.9090 

２号棟 浴槽Ⅱ 57.39㎡ 0.9090 

３号棟 浴槽Ⅱ 53.91㎡ 0.9090 

４号棟 浴槽Ⅱ 63.11㎡ 0.9090 

東陽一丁目住宅 浴槽Ⅱ 61.50㎡ 0.9671 

東陽一丁目第二

住宅 

浴槽Ⅰ 62.20㎡ 0.9464 

浴槽Ⅱ 62.20㎡ 0.9608 

備考 

１ この表において浴槽Ⅰとは８００型の形式の浴槽をいい、浴槽Ⅱとは８００型以外の形式の浴槽

をいう。 
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２ 猿江一丁目アパート及び大島五丁目住宅は、建替事業中である。 
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別表第２（第１３条関係） 

収入区分等 
 
 
 

 
名称及び種別 

104,000
円 以 下
の場合 

104,000
円 を 超
え123,0
0 0 円以
下 の 場
合 

123,000
円 を 超
え139,0
0 0 円以
下 の 場
合 

139,000
円 を 超
え158,0
0 0円以
下 の 場
合 

158,000
円 を 超
え186,0
0 0 円以
下 の 場
合 

186,000
円 を 超
え214,0
0 0 円以
下 の 場
合 

214,000
円 を 超
え259,0
0 0円以
下 の 場
合 

259,000
円 を 超
え る 場
合 

近 傍 同
種 の 住
宅 の 家
賃 

扇橋
一丁
目ア
パー
ト 

浴槽Ⅰ 34,700
円 

40,000
円 

45,800
円 

51,600
円 

59,000
円 

68,100
円 

79,700
円 

91,900
円 

106,10
0円 

浴槽Ⅱ 35,200
円 

40,600
円 

46,500
円 

52,400
円 

59,900
円 

69,100
円 

80,900
円 

93,300
円 

106,10
0円 

塩浜 
住宅 

１ 
号
棟 

浴 槽
なし 

22,000
円 

25,400
円 

29,000
円 

32,700
円 

37,400
円 

43,200
円 

50,600
円 

58,300
円 

69,200
円 

浴 槽
Ⅰ 

22,800
円 

26,300
円 

30,100
円 

34,000
円 

38,800
円 

44,800
円 

52,400
円 

60,500
円 

69,200
円 

浴 槽
Ⅱ 

23,100
円 

26,700
円 

30,600
円 

34,500
円 

39,400
円 

45,500
円 

53,200
円 

61,400
円 

69,200
円 

２
号
棟 

浴 槽
なし 

26,700
円 

30,800
円 

35,200
円 

39,700
円 

45,400
円 

52,300
円 

61,300
円 

70,700
円 

83,500
円 

浴 槽
Ⅰ 

27,600
円 

31,900
円 

36,500
円 

41,200
円 

47,000
円 

54,300
円 

63,500
円 

73,300
円 

83,500
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,100
円 

32,400
円 

37,100
円 

41,800
円 

47,800
円 

55,100
円 

64,500
円 

74,400
円 

83,500
円 

猿江
一丁
目ア
パー
ト 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

北砂
二丁
目ア
パー
ト 

浴槽な
し 

26,100
円 

30,200
円 

34,500
円 

38,900
円 

44,500
円 

51,300
円 

60,100
円 

61,600
円 

61,600
円 

浴槽Ⅰ 27,100
円 

31,300
円 

35,800
円 

40,400
円 

46,100
円 

53,200
円 

61,600
円 

61,600
円 

61,600
円 

浴槽Ⅱ 27,500
円 

31,800
円 

36,300
円 

41,000
円 

46,800
円 

54,000
円 

61,600
円 

61,600
円 

61,600
円 

大島
五丁
目住
宅 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

東砂
八丁
目住
宅 
 

浴槽な
し 

26,000
円 

30,000
円 

34,300
円 

38,700
円 

44,200
円 

51,100
円 

59,800
円 

68,900
円 

76,100
円 

浴槽Ⅰ 27,000
円 

31,100
円 

35,600
円 

40,200
円 

45,900
円 

52,900
円 

62,000
円 

71,500
円 

76,100
円 
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 浴槽Ⅱ 27,400
円 

31,600
円 

36,100
円 

40,800
円 

46,600
円 

53,800
円 

62,900
円 

72,600
円 

76,100
円 

森下
二丁
目住
宅 
 

Ａ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

27,100
円 

31,300
円 

35,800
円 

40,300
円 

46,100
円 

53,200
円 

62,300
円 

71,800
円 

88,300
円 

浴 槽
Ⅱ 

27,500
円 

31,700
円 

36,300
円 

41,000
円 

46,800
円 

54,000
円 

63,200
円 

72,900
円 

88,300
円 

Ｂ
タ 
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

32,400
円 

37,400
円 

42,800
円 

48,300
円 

55,100
円 

63,600
円 

74,500
円 

85,900
円 

105,80
0円 

浴 槽
Ⅱ 

32,900
円 

38,000
円 

43,400
円 

49,000
円 

56,000
円 

64,600
円 

75,600
円 

87,200
円 

105,80
0円 

Ｃ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

28,000
円 

32,300
円 

36,900
円 

41,600
円 

47,600
円 

54,900
円 

64,300
円 

74,100
円 

95,400
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,400
円 

32,800
円 

37,500
円 

42,300
円 

48,300
円 

55,700
円 

65,200
円 

75,200
円 

95,400
円 

塩浜
一丁
目住
宅 

１
２
号
棟 

浴 槽
Ⅰ 

28,000
円 

32,400
円 

37,000
円 

41,700
円 

47,700
円 

55,000
円 

64,400
円 

74,300
円 

99,500
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,500
円 

32,800
円 

37,600
円 

42,400
円 

48,400
円 

55,900
円 

65,400
円 

75,400
円 

99,500
円 

１
４
号
棟 

Ａ
タ
イ
プ 

浴
槽
Ⅰ 

35,900
円 

41,500
円 

47,400
円 

53,500
円 

61,100
円 

70,500
円 

82,600
円 

95,200
円 

126,00
0円 

浴
槽
Ⅱ 

36,500
円 

42,100
円 

48,200
円 

54,300
円 

62,100
円 

71,600
円 

83,800
円 

96,700
円 

126,00
0円 

Ｂ
タ
イ
プ 

浴
槽
Ⅱ 

44,400
円 

51,200
円 

58,600
円 

66,100
円 

75,500
円 

87,100
円 

102,00
0円 

117,60
0円 

153,30
0円 

北砂
七丁
目住
宅 

１
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

35,700
円 

41,200
円 

47,200
円 

53,200
円 

60,800
円 

70,100
円 

82,100
円 

94,700
円 

110,30
0円 

２
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

32,400
円 

37,400
円 

42,800
円 

48,300
円 

55,200
円 

63,700
円 

74,600
円 

86,000
円 

100,20
0円 

３
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

30,600
円 

35,400
円 

40,500
円 

45,600
円 

52,200
円 

60,200
円 

70,500
円 

81,300
円 

96,300
円 

４
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

35,700
円 

41,200
円 

47,200
円 

53,200
円 

60,800
円 

70,100
円 

82,100
円 

94,700
円 

110,30
0円 

東陽
一丁
目住
宅 

浴槽Ⅱ 37,200
円 

43,000
円 

49,100
円 

55,400
円 

63,300
円 

73,100
円 

85,500
円 

98,600
円 

136,30
0円 
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東陽
一丁 
目第
二住
宅 

浴槽Ⅰ 36,100
円 

41,700
円 

47,700
円 

53,800
円 

61,500
円 

71,000
円 

83,100
円 

95,800
円 

122,00
0円 

浴槽Ⅱ 36,700
円 

42,400
円 

48,500
円 

54,600
円 

62,400
円 

72,100
円 

84,300
円 

97,300
円 

122,00
0円 

備考 

 １ この表において浴槽Ⅰとは８００型の形式の浴槽をいい、浴槽Ⅱとは８００型以外の形式の浴槽

をいう。 

２ 猿江一丁目アパート及び大島五丁目住宅は、建替事業中である。 

 第３号様式中「第５条」を「第６条」に改める。 

 別記第４号様式中「第６条」を「第７条」に改

める。 

第５号様式中「第６条」を「第７条」に改める。 

 第６号様式中「第７条」を「第８条」に改める。 

 別記第７号様式を次のように改める。 
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別記第７号様式（第９条関係） 

 
 別記第７号様式の次に次の１様式を加える。 
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別記第７号の２様式（第９条の２関係） 

 
 別記第８号様式及び第９号様式を次のように改

める。 

別記第８号様式及び第９号様式 削除 

 第４４号様式中 
「 駐 車 場 の 所 在 地  」 

を 

「 駐 車 場 の 所 在 地  

」  変更後の自動車登録番号  

に改める。 

 第５１号様式中「第４３条」を「第４４条」に

改め、同様式を別記第５２号様式とし、別記第５

０号様式の次に次の１様式を加える。 
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別記第５１号様式（第４２条関係） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）

前に提出されたこの規則による改正前の江東区

営住宅条例施行規則（以下「旧規則」という。）

別記第７号様式による請書は、この規則による
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改正後の江東区営住宅条例施行規則（以下「新

規則」という。）別記第７号様式による請書とみ

なす。 

３ 使用者は、施行日前に定めた連帯保証人を他

の者に変更しようとするときは、新規則別記第

７号の２様式による連絡先変更届を区長に提出

しなければならない。 

４ 新規則第９条の２第２項の規定は、施行日前

に定めた連帯保証人の住所又は氏名に変更があ

ったときについて準用する。 

５ この規則の施行の際、旧規則の別記様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

                    

江東区高齢者住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２６号 

江東区高齢者住宅条例施行規則の一部を改

正する規則 

 江東区高齢者住宅条例施行規則（平成１０年２

月江東区規則第２号）の一部を次のように改正す

る。 

 第９条を次のように改める。 

（連絡先変更届等） 

第９条 使用者は、条例第１２条第１項に規定す

る請書に記載された連絡先を他の者に変更しよ

うとするときは、連絡先変更届（別記第７号の

２様式）を区長に提出しなければならない。 

２ 使用者は、条例第１２条第１項に規定する請

書又は前項に規定する連絡先変更届に記載され

た連絡先の住所、氏名又は電話番号に変更があ

ったときは、直ちに区長に届け出なければなら

ない。 

別表第１ピアすみよしの項中「１．００５９」

を「１．００１２」に改め、同表ピアこうとうの

項中「０．９７７３」を「０．９７２７」に改め、

同表ピアおおじまの項中「０．９４５９」を「０．

９４１４」に改める。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第１３条関係）

収入区分等 
 
 
 
 
名称及び種別 

104,000
円 以 下
の場合 

104,000
円 を 超
え123,0
0 0円以
下 の 場
合 

123,000
円 を 超
え139,0
0 0円以
下 の 場
合 

139,000
円 を 超
え158,0
0 0円以
下 の 場
合 

158,000
円 を 超
え186,0
0 0円以
下 の 場
合 

186,000
円 を 超
え214,0
0 0円以
下 の 場
合 

214,000
円 を 超
え259,0
0 0 円 以
下 の 場
合 

259,000
円 を 超
え る 場
合 

近 傍 同
種 の 住
宅 の 家
賃 

ピ
ア
す
み
よ
し 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

18,900
円 

21,800
円 

24,900
円 

28,100
円 

32,100
円 

37,100
円 

43,400
円 

50,000
円 

79,400
円 

Ｂタ
イプ 

19,300
円 

22,300
円 

25,500
円 

28,800
円 

32,900
円 

37,900
円 

44,400
円 

51,200
円 

81,200
円 

ピ
ア
こ
う
と
う 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

17,800
円 

20,600
円 

23,500
円 

26,500
円 

30,300
円 

35,000
円 

41,000
円 

47,200
円 

65,900
円 

Ｂタ
イプ 

17,400
円 

20,100
円 

23,000
円 

26,000
円 

29,700
円 

34,300
円 

40,100
円 

46,300
円 

64,600
円 

Ｃタ
イプ 

16,900
円 

19,500
円 

22,300
円 

25,200
円 

28,700
円 

33,200
円 

38,800
円 

44,800
円 

62,500
円 

Ｄタ
イプ 

16,900
円 

19,500
円 

22,300
円 

25,200
円 

28,700
円 

33,200
円 

38,800
円 

44,800
円 

62,500
円 

Ｅタ
イプ 

30,700
円 

35,400
円 

40,500
円 

45,700
円 

52,200
円 

60,200
円 

70,500
円 

81,300
円 

114,40
0円 

Ｆタ
イプ 

28,700
円 

33,200
円 

38,000
円 

42,800
円 

48,900
円 

56,500
円 

66,100
円 

76,200
円 

106,40
0円 

ピ
ア
お
お
じ
ま 
 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

23,700
円 

27,400
円 

31,300
円 

35,300
円 

40,400
円 

46,600
円 

54,500
円 

62,900
円 

93,500
円 

Ｂタ
イプ 

30,300
円 

35,000
円 

40,100
円 

45,200
円 

51,600
円 

59,600
円 

69,700
円 

80,400
円 

119,50
0円 

Ｃタ
イプ 

32,000
円 

37,000
円 

42,300
円 

47,700
円 

54,500
円 

62,900
円 

73,700
円 

84,900
円 

129,50
0円 

Ｄタ
イプ 

32,000
円 

37,000
円 

42,300
円 

47,700
円 

54,500
円 

62,900
円 

73,700
円 

84,900
円 

130,00
0円 

備考 この表において浴槽Ⅱとは、８００型以外の形式の浴槽をいう。 

 別記第７号様式を次のように改める。 
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別記第７号様式（第８条関係） 

 
 別記第７号様式の次に次の１様式を加える。  



令和 6年 4月 30日（火曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 219 号） 

 

51 

 

 

別記第７号の２様式（第９条関係） 

 
 別記第８号様式及び第９号様式を次のように改

める。 

別記第８号様式及び第９号様式 削除 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）

前に提出されたこの規則による改正前の江東区

高齢者住宅条例施行規則（以下「旧規則」とい

う。）別記第７号様式による請書は、この規則に

よる改正後の江東区高齢者住宅条例施行規則

（以下「新規則」という。）別記第７号様式によ

る請書とみなす。 

３ 使用者は、施行日前に定めた連帯保証人を他

の者に変更しようとするときは、新規則別記第

７号の２様式による連絡先変更届を区長に提出

しなければならない。 

４ 新規則第９条第２項の規定は、施行日前に定

めた連帯保証人の住所又は氏名に変更があった

ときについて準用する。 

５ この規則の施行の際、旧規則の別記様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

                    

江東区私道整備助成条例施行規則の一部を改正
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する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２７号 

江東区私道整備助成条例施行規則の一部を

改正する規則 

江東区私道整備助成条例施行規則（昭和４２年

１２月江東区規則第２１号）の一部を次のように

改正する。 

 別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第３条関係） 
工種 形状 単位 単価（円） 

取りこわし工 手こわし ㎥ ８８，９７９ 

排 水

本 管

工（路

面 排

水 の

み を

流 す

も の

に 限

る。） 

改修 内径１５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ４３，３７７ 

内径１５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上 

ｍ ６１，２６４ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ４６，２９６ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上１．７ｍ未満 

ｍ ７４，５０７ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．７ｍ以上 

ｍ ９２，９１４ 

 内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ６１，２２６ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上１．７ｍ未満 

ｍ ８３，２８８ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．７ｍ以上 

ｍ １０２，６５４ 

Ｌ形 

溝工 

新設 鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ 砕石基礎 

ｍ ２６，２９５ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ｍ ３２，６７６ 

   

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ｍ ３１，４１７ 

改修 鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ 砕石基礎 

ｍ ３２，０３７ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ｍ ３９，８６２ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ｍ ３８，７３６ 

補修 ２５０Ａ 砕石基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ １９，９２１ 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ ２０，４９５ 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ ２０，９９６ 

３００Ｂ コンクリート基礎 

ブロック取替 

ｍ ２５，００５ 

Ｌ形 

用集 

水ま 

す 

設置工（新設） ２５０用 箇所 ８８，５００ 

設置工（改修） ２５０用 箇所 ９０，４５１ 

導水管工 塩化ビニル ＶＵφ１５０ ｍ ２７，４６２ 

塩化ビニル ＶＵφ１００  ｍ ２４，０２９ 

ソケット取付工 硬質塩化ビニル φ１５０ 箇所 １４，９７６ 

硬質塩化ビニル φ１００ 箇所 １２，８４６ 

縁塊ふた取替工 ２５０用 箇所 ４１，８１１ 

調整工  箇所 ９，２４５ 

Ｌ形 

用汚 

水ま 

す 

縁塊ふた取替工  箇所 ３８，８６９ 

調整工  箇所 ９，２４５ 

円形 縁塊ふた取替工  箇所 ５５，１３１ 
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汚水 

ます 

・改 

良ま 

す 

調整工  箇所 １０，５５９ 

人孔 縁塊ふた取替工  箇所 １６７，９６９ 

調整工  箇所 １０，５５９ 

舗装 

工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新設 人力 総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 ㎡ １４，６７３ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 ㎡ １４，１５４ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ １５，２５７ 

機 械 人

力 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

㎡ １８，５１９ 

改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人力 総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １８，３０６ 

総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １８，５７４ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １７，７８７ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １８，０５５ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ ２２，６８８ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ ２３，０２３ 

機 械 人

力 

 

 

 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ ２１，９５４ 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ 

 

 

２２，４１１ 

機械 総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １２，７４１ 

 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １３，４７１ 

被覆 人力 厚 ５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ ５，５１９ 

機械 厚 ５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ ３，１９５ 

交通誘導警備員費  人・日 ３１，５７３ 

附 則  

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区中小企業融資基金条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第２８号 

江東区中小企業融資基金条例施行規則の一

部を改正する規則 

江東区中小企業融資基金条例施行規則（昭和４

４年３月江東区規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

 第５条を削る。 

 第４条第１項中「第１０項」を「第１１項」に

改め、同条第２項各号列記以外の部分を次のよう

に改める。 

  第６条各号（第４号、第５号、第１１号及び

第１２号を除く。）の融資資金については中小企

業者、同条第４号の融資資金については小規模

企業者、同条第５号の融資資金については特定

小規模企業者、同条第１２号の融資資金につい

ては組合で、次の要件を備えているものとする。 

 第４条第２項第１号中「法人」を「個人にあっ

ては住民登録地又は主たる事業所、法人」に、「主
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たる事業所、組合」を「主たる事務所、組合」に、

「、環境保全対策」を「環境保全対策」に改め、「の

同一の場所」を削り、同項第２号中「区内（第６

条第７号の融資資金の場合にあっては、区内又は

江東区外）の」を削り、「提出している」を「提出

し、法人税（個人にあっては所得税）を完納して

いる」に改め、同条第３項第１号中「元金返済を

６か月以上行っているものの」を削り、同条第４

項各号列記以外の部分中「中小企業者で」を「第

２項で定めるほか」に改め、同項第１号を次のよ

うに改める。 

 (1) 事業多角化、転業等の新規事業（業種、原

材料、生産加工技術、用途、販路、機能、製

品、商品又はサービスのうち、いずれかが異

なっているものに限る。）の立ち上げを予定し

ていること。 

 第４条第４項第２号中「又は転業転換の」を「、

転業等の新規事業の立ち上げを予定している」に

改め、同項第３号及び第４号を削る。 

 第４条第５項に次の１号を加える。 

 (3) 当該店舗の業種が小売業、飲食店及びサー

ビス業（洗濯業、理容業又は美容業に限る。）

であって、東京信用保証協会（以下「保証協

会」という。）の保証対象となるものであるこ

と。 

 第４条第１０項各号列記以外の部分中「創業後

１年」を「創業（事業を営んでいない個人が新た

に事業を開始すること又は事業を営んでいない個

人が新たに会社を設立し、当該新たに設立された

会社が事業を開始することをいう。）後５年」に改

め、同項第１号及び第２号を次のように改める。 

 (1) 次のいずれかに該当すること。 

ア 区内で創業を行い１年未満である者又は

区内で創業を行おうとしている者にあって

は、納期の到来している特別区民税（法人

であって、創業後最初の事業年度の法人都

民税の納期が到来している場合は、法人都

民税）を完納していること。ただし、法人

において、創業後法人税及び法人都民税の

納期が到来していない場合は、申込みの日

において納期の到来している特別区民税を

法人の代表者が完納していること。 

  イ 創業後１年以上５年未満であり、かつ、

第２項各号の要件を備えていること。 

 (2) 前号アに該当する場合において、創業に要

する資金額の３分の１に相当する額を自己資

金で調達すること。 

 第４条第１１項に次の２号を加える。 

 (4) 第２４条の規定に基づく補助金の全部又は

一部の返還を命じられている場合は、その返

還を完了していること。 

 (5) 保証協会の保証対象業種（許認可等を要す

る事業を営み、又は営もうとしている場合に

あっては、当該事業に関する許認可等を受け、

又は受ける予定であること。）に属する業種を

営み、又は営もうとしていること。ただし、

次条第１２号の融資資金については、この限

りでない。 

 第４条中第１１項を第１２項とし、第１０項の

次に次の１項を加える。 

１１ 第６条第１３号の融資資金については、第

２項で定めるほか、次の要件を備えているもの

とする。 

 (1) ５年以内に事業の承継を予定していること

又は事業の承継後５年を経過していない中小

企業者であって具体的な事業計画を有してい

ること。 

 (2) 事業の承継を予定している者にあっては、

承継する事業について、承継後においても引

き続き事業の実態が区内に存することが定め

られている事業計画を有すること。 

 第４条を第５条とし、第３条を第４条とし、第

２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加え

る。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 中小企業者 中小企業信用保険法（昭和２

５年法律第２６４号。以下「法」という。）第

２条第１項第１号、第２号、第５号及び第６

号に規定する中小企業者をいう。 

 (2) 小規模企業者 法第２条第３項に規定する

小規模企業者をいう。 

 (3) 特定小規模企業者 法第２条第３項第１号

から第６号までに規定する小規模企業者であ

って、信用保証協会の実施する小口零細企業

保証制度（全ての信用保証協会が実施してい

るものに限る。以下同じ。）の対象となるもの

をいう。 

 (4) 組合 中小企業等協同組合法（昭和２４年

法律第１８１号）、商店街振興組合法（昭和３

７年法律第１４１号）及び中小企業団体の組

織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）

に基づく組合をいう。 

 第６条第８号中「多角化・転業支援」を「チャ

レンジサポート」に改め、同条に次の１号を加え



（号外第 219号）            江 東 区 公 報     令和 6 年 4月 30日（火曜日） 

 

56 

 

 

る。 

 (13) 事業承継支援資金 

 第７条第１項第５号中「又は」を「及び」に、「２，

０００万円」を「合わせて２，０００万円」に改

め、同項第８号中「多角化・転業支援」を「チャ

レンジサポート」に、「２，０００万円」を「４，

０００万円」に改め、同項第１０号中「１企業に

つき２，０００万円」を「区長が別に定める額」

に改め、同項第１１号中「とし、創業に必要な資

金の３分の２を限度とする。」を削り、同項に次の

１号を加える。 

 (13) 事業承継支援資金については、１企業につ

き２，０００万円 

 第７条第２項中「ものとし、かつ、既に受けて

いる融資の元金返済が始まっていなければならな

い」を「ものとする」に改め、同条第４項を削る。 

 第９条第１項第７号中「多角化・転業支援」を

「チャレンジサポート」に、「７２か月」を「１０

８か月」に改め、同項第９号中「７２か月以内（据

置期間６か月を含む。）とする」を「区長が別に定

める期間とする」に改め、同項に次の１号を加え

る。 

 (12) 事業承継支援資金については、１０８か月

以内（据置期間１２か月を含む。）とする。 

 第１１条及び第１２条を次のように改める。 

（信用保証） 

第１１条 取扱金融機関は、融資（第６条第１２

号に定める団体資金を除く。）を行う際には、保

証協会の保証を付さなければならない。ただし、

区長が特に必要と認めるときは、この限りでな

い。 

（保証人及び担保） 

第１２条 融資を受ける際は、取扱金融機関又は

保証協会から請求があるときは、連帯保証人又

は物的担保を付さなければならない。 

 第１４条第２項中「多角化・転業支援」を「チ

ャレンジサポート」に改め、同項に次のただし書

を加える。 

ただし、創業支援資金のうち第５条第１０項

第１号イに該当する者として融資の申込みを行

った場合は、この限りでない。 

 第１５条第１項第１号を次のように改める。 

 (1) 前年分の所得税（法人にあっては、前事業

年度の法人税）の納税証明書 

 第１５条第１項第２号中「設立」を「創業」に

改め、同項第３号及び第４号を次のように改める。 

 (3) 個人にあっては、直近の所得税の確定申告

書、青色申告決算書（青色申告の場合に限る。）

及び収支内訳書（白色申告の場合に限る。以

下これらを「所得税の確定申告書等」という。） 

(4) 法人にあっては、次に掲げる書類 

  ア 直近の法人税の確定申告書、決算書、合

計残高試算表（決算後６か月以上経過して

いるときに限る。） 

  イ 商業登記簿の登記事項証明書（現在（履

歴）事項全部証明書）又はその写し（組合

にあっては定款、役員及び組合員名簿並び

に理事会会議録の写し、特定非営利活動法

人にあっては事業報告書、計算書類（活動

計算書及び貸借対照表をいう。）及び財産目

録、年間役員名簿並びに社員のうち１０人

以上の者の氏名及び住所を記載した書面の

写し） 

 第１５条第１項第９号を同項第１２号とし、同

項第８号ただし書中「第４条第３項第２号」を「第

５条第３項第２号」に改め、「東京信用」を削り、

同号を同項第１０号とし、同号の次に次の１号を

加える。 

 (11) 個人にあっては、住民登録地が江東区外で

ある場合は、区内に所在する主たる事業所に対

応する特別区民税の納税証明書 

 第１５条第１項第７号中「多角化・転業支援」

を「チャレンジサポート」に、「多角化・転業転換」

を「事業」に、「新製品又は」を「新製品若しくは」

に改め、同号を同項第８号とし、同号の次に次の

１号を加える。 

 (9) 事業承継支援資金にあっては、事業承継計

画書 

 第１５条第１項第６号中「書類」の次に「（第５

条第１０項第１号アに該当する者に限る。）」を加

え、同号を同項第７号とし、同項第５号を同項第

６号とし、同号の前に次の１号を加える。 

 (5) 融資資金の資金使途が設備に係る場合にあ

っては、当該設備の仕様書、見積書及び図面

又はカタログ等 

 第１５条第２項を削る。 

 第１６条第２項中「又は多角化・転業支援資金

（新製品又は新技術の開発に係るものを除く。）」

を「、チャレンジサポート資金又は事業承継支援

資金」に、「又は多角化若しくは転業転換計画」を

「、事業計画又は事業承継計画」に改め、同条第

３項中「多角化・転業支援」を「チャレンジサポ

ート」に改める。 

 第２１条中「並びに第７号から第１１号まで」

を「、第７号から第１１号まで並びに第１３号」

に改め、「第１号から第１１号まで」を「第１号か
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ら第１１号まで及び第１３号」に改める。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第１５条関係） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区中小企業融資基金条例施行規則別記第

１号様式による用紙で、現に残存するものは、

所要の修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区産業会館及び商工情報センター条例施行

規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果   

◎江東区規則第２９号 

江東区産業会館及び商工情報センター条例

施行規則の一部を改正する規則 

江東区産業会館及び商工情報センター条例施行

規則（昭和６１年４月江東区規則第３２号）の一

部を次のように改正する。 

別記第１号様式中「印」を削る。 

別記第２号様式を次のように改める。 
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別記第２号様式（第３条、第４条、第８条関係） 

 
別記第３号様式中「印」を削る。 

別記第４号様式を次のように改める。 

別記第４号様式（第４条、第８条関係） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区産業会館及び商工情報センター条例施

行規則の別記様式による用紙で、現に残存する

ものは、所要の修正を加え、なお使用すること

ができる。 

                    

江東区組織規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３０号 

江東区組織規則の一部を改正する規則 

 江東区組織規則（昭和４８年５月江東区規則第

１９号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第１項の表政策経営部の部広報広聴課の 

項に次のように加える。 

シティプロモーション推進係 

 第７条第１項の表政策経営部の部情報システム

課の項中「ＩＣＴ戦略係」を削り、同項の次に次

のように加える。 

ＤＸ推進課 

ＤＸ推進係 

 第７条第１項の表総務部の部人権推進課の項に

次のように加える。 

管理係 

男女共同参画係 

 第７条第１項の表福祉部の部福祉課の項中「指

導係」を「地域福祉係」に改め、「事業者指定係」

を削り、同部長寿応援課の項中「地域支え合い係」

を「シニア活躍支援係」に改め、同部介護保険課

の項に次のように加える。 

指導係 

事業者指定係 

 第７条第１項の表障害福祉部の部障害者支援課

の項に次のように加える。 

障害児支援係 

障害者就労支援係 

 第７条第１項の表生活支援部の項に次のように

加える。 

生活応援課 

家庭相談係 

第７条第１項の表健康部の部生活衛生課の項中

「試験検査係」を削り、同部保健予防課の項に次

のように加える。 

コロナワクチン管理係 

 第７条第１項の表こども未来部の部保育計画課

の項及び保育課の項を次のように改める。 

保育政策課 

保育政策係 

施設管理係 

保育支援課 

保育サービス係 

事業支援係 

指導検査係 

 第７条第２項中「ほか」の次に「、政策経営部

にＤＸ推進室を」を加え、「、健康部に新型コロナ

ウイルスワクチン接種推進室を」を削り、同条中

第５項及び第６項を削り、第４項を第６項とし、

第３項を第５項とし、第２項の次に次の２項を加

える。 

３ ＤＸ推進室に室長を置く。 

４ ＤＸ推進室は、ＤＸにおける総合調整に関す

る事務をつかさどる。 

 第８条第３項中「（新型コロナウイルスワクチン

接種推進室を含む。）」を削る。 

 第９条の表広報広聴課の項に次のように加える。 

シティプロモーション推進係 

１ シティプロモーションの推進に関するこ

と。 

２ ふるさと納税に関すること。 

第９条の表情報システム課の項中 
「 ２ 情報ネットワークの運用管理に関する

こと。 

ＩＣＴ戦略係 

１ ＩＣＴ推進に係る調査、研究及び企画

に関すること。 

２ 情報セキュリティに関すること。 

３ 地域情報化に関すること。 」 

を 
「 ２ 情報ネットワークの運用管理に関する

こと。 

３ 情報セキュリティに関すること。 」 

に改め、同項の次に次のように加える。 

ＤＸ推進課 

ＤＸ推進係 

１ ＤＸ推進に係る調査、研究及び企画に関

すること。 

２ 地域情報化に関すること。 

 第１０条の表人権推進課の項を次のように改め

る。 

人権推進課 

管理係 

１ 課の庶務に関すること。 

２ 課内他の係に属しないこと。 

男女共同参画係 

１ 男女共同参画社会の推進に関すること。 

２ 人権施策の推進に関すること。 
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３ 人権擁護委員に関すること。 

第１１条の表地域振興課の項を次のように改め

る。 

地域振興課 

地域振興係 

１ 部の庶務に関すること。 

２ 区民の地域社会活動の振興及び連絡調整

に関すること。 

３ 地縁による団体の認可等に関すること。 

４ 町会・自治会会館建築資金の助成に関す

ること。 

５ 地区集会所に関すること。 

６ 広報板に関すること。 

７ 区民交通傷害保険に関すること。 

８ 区民協働施策の推進に関すること。 

９ 自衛官の募集に関すること。 

１０ 部内他の課、係に属しないこと。 

統計調査係 

１ 統計調査に関すること。 

交流推進係 

１ 区民の国内外交流に関すること。 

２ 区民行事の企画、立案及び推進に関する

こと。 

３ 区民保養施設に関すること。 

４ 多文化共生に関すること。 

 第１３条の表福祉課の項及び長寿応援課の項を

次のように改める。 

福祉課 

福祉管理係 

１ 部の庶務に関すること。 

２ 民生委員及び児童委員に関すること。 

３ 旧軍人等の援護に関すること。 

４ 部内他の課、係に属しないこと。 

地域福祉係 

１ 地域福祉計画に関すること。 

２ 社会福祉協議会に関すること。 

３ 災害時要配慮者の避難行動支援に関する

こと。 

４ 災害援護資金の貸付けに関すること。 

５ 自家用有償旅客運送に関すること。 

６ 社会福祉法人の認可及び指導監査に関す

ること。 

長寿応援課 

長寿応援係 

１ 老人クラブに関すること。 

２ 福祉会館に関すること。 

３ 老人福祉センター等に関すること。 

４ 敬老事業に関すること。 

５ 課内他の係に属しないこと。 

シニア活躍支援係 

１ シルバー人材センターに関すること。 

２ 高齢者の見守り事業に関すること。 

３ 高齢者の社会参加及び地域活動に関する

こと。 

４ 高齢者の生活支援体制整備に関すること。 

５ 高齢者のデジタル活用に関すること。 

施設支援係 

１ 福祉施設の整備及び改修計画に関するこ

と。 

２ 福祉施設の誘致及び助成に関すること。 

３ 区有福祉施設の財産管理に関すること。 

 第１３条の表地域ケア推進課の部包括推進係の

項を次のように改める。 

１ 高齢者保健福祉計画に関すること。 

２ 地域包括支援センター等に関すること。 

３ 介護保険事業者団体に関すること。 

４ 福祉人材に関すること。 

５ 課内他の係に属しないこと。 

 第１３条の表地域ケア推進課の部権利擁護係の

項中「生活」を「権利擁護」に改める。 

 第１３条の表介護保険課の部庶務係の項中 
「 ４ 課内他の係に属しないこと 」 

を 
「 ４ 特別養護老人ホームの入所調整に関す

ること。 

５ 課内他の係に属しないこと 」 

に改め、同表介護保険課の項に次のように加える。 

指導係 

１ 介護保険事業者の指導に関すること。 

事業者指定係 

１ 介護保険事業者の指定等に関すること。 

２ 施設の第三者評価に関すること。 

第１４条の表障害者支援課の部支援調整係の項

中 
「 ５ 身体障害相談係、愛の手帳相談係及び

在宅生活相談係の調整に関すること。 

６ 課内他の係に属しないこと 」 

を 
「 ５ 課内他の係に属しないこと。 」 

に改める。 

 第１４条の表障害者支援課の項中「身体障害相

談係、愛の手帳相談係、在宅生活相談係」を「身

体障害相談係、愛の手帳相談係、在宅生活相談係、

障害児支援係」に改め、同項に次のように加える。 

障害者就労支援係 

１ 障害者の就労支援に関すること。 

２ 障害者就労・生活支援センターに関する
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こと。 

 第１５条の表保護第一課の部相談係の項及び保

護第二課の部相談係の項を次のように改める。 

相談係 

１ 面接相談及び他の係との連絡調整に関す

ること。 

２ 社会福祉統計及び報告に関すること。 

 第１５条の表に次のように加える。 

生活応援課 

家庭相談係 

１ 母子及び父子相談、女性相談、家庭相談

並びに児童相談に関すること。  

２ 女性福祉の増進に関すること。 

３ ＤＶ相談に関すること。 

 第１６条の表生活衛生課の部医薬衛生係の項に

次のように加える。 

６ 医療従事者の免許の申請書等の受理経由

に関すること。 

 第１６条の表生活衛生課の部試験検査係の項を

削り、同表保健予防課の部に次のように加える。 

コロナワクチン管理係 

１ 新型コロナワクチン接種に関すること。 

第１７条の表保育計画課の項及び保育課の項を

次のように改める。 

保育政策課 

保育政策係 

１ 課の庶務に関すること。 

２ 保育政策に関すること。 

３ 保育施設の設置及び定員に関すること。 

４ 課内他の係に属しないこと。 

施設管理係 

１ 区立保育所の管理に関すること。 

２ 地域の子育て支援に関すること。 

３ 保育の質の向上に関すること。 

保育支援課 

保育サービス係 

１ 課の庶務に関すること。 

２ 特定教育・保育施設（幼稚園等に係るも

のを除く。）及び特定地域型保育事業の入所

相談及び保育の実施に関すること。 

３ 保育費用の徴収に関すること。 

４ 子どものための教育・保育給付の支給認

定等（幼稚園等に係るものを除く。）に関す

ること。 

５ 課内他の係に属しないこと。 

事業支援係 

１ 子どものための教育・保育給付（幼稚園

等に係るものを除く。）に関すること。 

２ 認可外保育施設の運営費等に関すること。 

指導検査係 

１ 保育施設の指導及び検査に関すること。 

２ 特別な支援を必要とする乳幼児及び幼児

の保育に関すること。 

 第２０条の表管理課の部ＣＩＧ推進係の項中

「６ 雨水浸透貯留の指導に関すること。」を削り、

同表河川公園課の部工務係の項中 

「８ 課内他の係に属しないこと。   」 

を 

「８ 雨水浸透貯留の指導に関すること。 

 ９ 課内他の係に属しないこと。   」 

に改める。 

別表中「第２１条」を「第２２条」に改め、同

表(8)の項中「同   東砂第三保育園 同  東

砂一丁目５番３‐１０１号」を削り、同表(9)の項

中「同   東砂福祉会館  同  東砂七丁目

１５番３号」を削り、同表(11)の項中「同   東

砂児童館 同  東砂七丁目１５番３号」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（江東区長の権限に属する事務の専決等に関する

規則の一部改正） 

２ 江東区長の権限に属する事務の専決等に関す

る規則（平成２１年３月江東区規則第２０号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第４号中「、新型コロナウイルスワク

チン接種推進室長」を削り、同条第５号中「、

新型コロナウイルスワクチン接種管理担当課長、

新型コロナウイルスワクチン接種推進担当課

長」を削る。 

                    

江東区公印規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３１号 

江東区公印規則の一部を改正する規則 

 江東区公印規則（昭和４０年３月江東区規則第

２３号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 
「  ２

１

の

２ 

同 同 国民健康保

険法に基づ

く保険料の

徴収に関す

る事務に係

る文書 

医療保

険課長 

」 

を 
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「  ２

１

の

２ 

同 同 国民健康保

険法に基づ

く保険の給

付及び保険

料の徴収に

関する事務

に係る文書

並びに国民

健康保険資

格状況証明

書 

医療保

険課長 

」 

に、 
「  ２

４ 

同 同 戸籍法、住民

基本台帳法

及び住居表

示に関する

法律に基づ

き作成する

文書及び証

明書 

出張所

長（豊

洲特別

出張所

長を除

く。） 

」 

を 
「  ２

４ 

同 同 戸籍法及び

住民基本台

帳法に基づ

き作成する

文書及び証

明書 

出張所

長（豊

洲特別

出張所

長を除

く。） 」 

に、 
「  ２

７ 

同 同 児童手当法、

児童扶養手

当法、江東区

児童育成手

当条例等に

基づく証明、

認定等に関

する事務 

こども

家庭支

援課長 

」 

を 

「  ２

７ 

同 同 児童手当法、

児童扶養手

当法、江東区

児童育成手

当条例等に

基づく証明、

認定等に関

する事務及

び家事育児

支援に関す

る事務 

こども

家庭支

援課長 

」 

に、 

「  ４

３

の

２ 

同 同 国民健康保

険法に基づ

く保険料の

徴収に関す

る事務に係

る文書 

医療保

険課長 

」 

を 
「  ４

３

の

２ 

同 同 国民健康保

険法に基づ

く保険の給

付及び保険

料の徴収に

関する事務

に係る文書

並びに国民

健康保険資

格状況証明

書 

医療保

険課長 

」 

に、 
「  ４

６ 

同 同 戸籍法、住民

基本台帳法

及び住居表

示に関する

法律に基づ

き作成する

文書及び証

明書 

出張所

長（豊

洲特別

出張所

長を除

く。） 

」 

を 
「  ４

６ 

同 同 戸籍法及び

住民基本台

帳法に基づ

き作成する

文書及び証

明書 

出張所

長（豊

洲特別

出張所

長を除

く。） 」 

に、 
「  ４

９ 

同 同 児童手当法、

児童扶養手

当法、江東区

児童育成手

当条例等に

基づく証明、

認定等に関

する事務 

こども

家庭支

援課長 

」 

を 
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「  ４

９ 

同 同 児童手当法、

児童扶養手

当法、江東区

児童育成手

当条例等に

基づく証明、

認定等に関

する事務及

び家事育児

支援に関す

る事務 

こども

家庭支

援課長 

」 

に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区予算事務規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３２号 

江東区予算事務規則の一部を改正する規則 

 江東区予算事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１０号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項の表新型コロナウイルスワクチン

接種推進室の事務の項を削り、同条第２項中「、

ワクチン接種管理担当課長、ワクチン接種推進担

当課長」を削る。 

 第６条中「新型コロナウイルスワクチン接種推

進室長、」を削る。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区契約事務規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３３号 

江東区契約事務規則の一部を改正する規則 

 江東区契約事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１号中「、新型コロナウイルスワクチ

ン接種推進室長」を削り、同条第６号を次のよう

に改める。 

 (6) 共同運営事業 電子自治体を実現するため

に参加する東京都内の地方公共団体に共同で

提供される東京電子自治体共同運営に関する

事業をいう。 

第２条第７号中「を協議会」を「に係る共同運

営事業を実施する地方公共団体並びに事業者」に

改める。 

 第３４条第３項中「協議会」を「共同運営事業」

に改める。 

   附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

 江東区会計事務規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３４号 

江東区会計事務規則の一部を改正する規則 

 江東区会計事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１号中「、新型コロナウイルスワクチ

ン接種推進室」を削り、同条第２号中「、新型コ

ロナウイルスワクチン接種推進室長」を削り、同

条第４号中「、ワクチン接種管理担当課長、ワク

チン接種推進担当課長」を削る。 

 第４条第１項各号列記以外の部分中「地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」

という。）第１６５条の３第１項」を「地方自治法

（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２４３条の２第１項」に改め、同項第３号中「政

令第１５８条第１項及び第１５８条の２第１項並

びに」を「法第２４３条の２第１項、」に改め、「、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第５６

条第３項、介護保険法（平成９年法律第１２３号）

第１４４条の２」を削る。 

 第１１条第１号中「政令第１６５条の７」を「地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下

「政令」という。）第１６５条の６」に改める。 

 第２７条第７号中「第４２条の２第３項の収入

事務受託者」を「第４２条の２第１項の指定公金

事務取扱者」に改め、同条第８号中「第８７条」

を「第４２条の２第１項の指定公金事務取扱者又

は第８７条」に改め、「又は第９０条の支出事務の

委託を受けた私人（以下「支出事務受託者」とい

う。）」を削る。 

 第４２条の２の見出しを「（指定公金事務取扱

者）」に改め、同条第１項から第３項までを次のよ

うに改める。 

  区長は、法第２４３条の２第１項の規定に基

づき、公金の徴収若しくは収納又は支出の事務

の委託を受ける者（以下「指定公金事務取扱者」

という。）を指定しようとするときは、会計管理

者と協議するものとする。 

２ 区長は、法第２４３条の２第１項に規定する

公金事務の委託をしたときは、その旨を告示し
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なければならない。 

３ 法第２４３条の２の５第１項に規定する普通

地方公共団体の長が定めるものは、次に掲げる

歳入等とする。 

(1) 使用料 

(2) 手数料 

(3) 賃貸料 

(4) 物品売払代金 

(5) 寄附金 

(6) 貸付金の元利償還金 

(7) 地方税（当該地方税に係る督促手数料、延

滞金、過少申告加算金、不申告加算金、重加

算金及び滞納処分費を含む。） 

(8) 分担金 

(9) 負担金 

(10) 不動産売払代金 

(11) 過料 

(12) 損害賠償金（第１４号に掲げる遅延損害金

を除く。） 

(13) 不当利得による返還金 

(14) 第１号、第２号、第８号、第９号及び第１

１号に掲げる歳入に係る延滞金並びに第３号

から第６号まで、第９号、第１０号及び前２

号に掲げる歳入に係る遅延損害金 

(15) 前各号に掲げるもののほか、会計管理者が

必要と認めるもの 

 第４２条の２第４項中「収入事務受託者」を「指

定公金事務取扱者」に改め、同項ただし書中「う

え」を「上」に改める。 

 第４２条の３第１項中「地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）」を「法」に改める。 

 第５３条中「支出事務受託者」を「指定公金事

務取扱者」に改める。 

 第８７条第１項第１１号及び第８８条第１１号

中「地方自治法」を「法」に改める。 

 第９０条を次のように改める。 

第９０条 削除 

 第９１条中「前条の規定により、私人」を「指

定公金事務取扱者」に、「支出事務受託者」を「指

定公金事務取扱者」に、「添付して」を「添えて」

に改める。 

 第９２条中「、支出」を「、指定公金事務取扱

者に支出」に、「支出事務受託者」を「指定公金事

務取扱者」に改める。 

 第９３条の見出しを「（指定公金事務取扱者の支

払事務）」に改め、同条第１項及び第２項中「支出

事務受託者」を「指定公金事務取扱者」に改める。 

 第１３８条の見出しを「（指定公金事務取扱者の

検査）」に改め、同条第１項を次のように改める。 

  会計管理者は、法第２４３条の２第８項に基

づく検査を実施するときは、第１３３条から前

条までの規定の手続に準じて行わなければなら

ない。ただし、検査の実施時期については、別

に定める。 

 第１３９条並びに第１４１条第１項及び第２項

中「収入事務受託者及び支出事務受託者」を「指

定公金事務取扱者」に改める。 

 第１４２条中「支出事務受託者は」を「指定公

金事務取扱者は」に、「収入事務受託者及び支出事

務受託者」を「指定公金事務取扱者」に、「うえ」

を「上」に改める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布

する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３５号 

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁

償に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例施行規則（令和２年３月江東区規則第

４号）の一部を次のように改正する。 

第２０条第１項各号列記以外の部分中「江東区

職員の給与に関する条例（昭和３０年４月江東区

条例第７号。以下「給与条例」という。）の適用を

受ける職員の例によるとして」及び「、会計年度

任用職員のうち」を削り、「もの」を「者」に改め、

同項第１号中「当該会計年度任用職員が任用され

る」を「引き続いて任用される期間（江東区にお

ける任命権者によって任用される期間に限る。）が

６月に満たず、かつ、」に、「、任用される」を「任

用される」に改め、「任命権者に」の次に「よって」

を加え、「場合」を「期間」に改め、同項第３号中

「第１号」を「同条第１号」に改め、同条第２項

中「、会計年度任用職員のうち」を削り、「もの」

を「者」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（勤勉手当の支給対象外職員） 

第２０条の２ 条例第１６の２第１項前段の規則

で定める会計年度任用職員（同条第３項の規定

により勤勉手当を支給しないこととされる会計

年度任用職員を除く。）は、次に掲げる者とする。 

(1) 引き続いて任用される期間（江東区におけ
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る任命権者によって任用される期間に限る。）

が６月に満たず、かつ、１会計年度において

任用される期間（江東区における任命権者に

よって任用される期間に限る。）が通算して６

月に満たない会計年度任用職員（任命権者が

別に定める者を除く。） 

(2) 基準日に新たに条例の適用を受けることと

なった会計年度任用職員（次項第４号又は第

２４条の２の規定の適用を受ける者を除く。） 

(3) 法第２８条第２項各号又は休職規則第２条

第３号若しくは第４号（同条第１号及び第２

号に準ずる場合を除く。）の規定に該当して休

職にされている会計年度任用職員 

(4) 法第２９条の規定により停職にされている

会計年度任用職員 

(5) 法第５５条の２第１項ただし書に規定する

許可を受けている会計年度任用職員 

(6) 育児休業中の会計年度任用職員のうち、支

給期間において勤務した期間がある会計年度

任用職員以外の会計年度任用職員 

(7) １週間当たりの勤務日数が２日以下、かつ、

１週間当たりの勤務時間が１５時間３０分未

満の会計年度任用職員 

２ 条例第１６条の２第１項後段の規則で定める

会計年度任用職員は、次に掲げる者とする。 

(1) 退職し、又は死亡した日において前項第１

号及び第３号から第７号までのいずれかに該

当した会計年度任用職員 

(2) 法第２８条第１項の規定により免職された

会計年度任用職員 

(3) 法第２９条の規定により免職された会計年

度任用職員 

(4) 退職後新たに条例の適用を受けることとな

った会計年度任用職員 

第２１条各号列記以外の部分中「前条第１項第

６号」を「第２０条第１項第６号」に改め、同条

第２号中「前条第１項第４号」を「第２０条第１

項第４号」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前条第１項第６号の勤務した期間は、次の各

号に掲げる期間以外の期間とする。 

(1) 育児休業中の会計年度任用職員として在職

した期間 

(2) 前条第１項第４号に掲げる会計年度任用職

員として在職した期間 

(3) 休職にされていた期間 

(4) 職免条例第２条の規定により職務に専念す

る義務を免除され、かつ、第９条第３項に規

定する承認を受けていない期間（講演等を行

った期間を除く。） 

(5) 私事欠勤等の取扱いを受けた期間 

(6) 会計年度任用職員勤務時間規則第２５条に

規定する介護休暇（以下「介護休暇」という。）

により勤務しない期間 

第２２条の次に次の１条を加える。 

（勤勉手当の支給割合） 

第２２条の２ 条例第１６条の２第２項の規則で

定める支給割合は、支給期間におけるその者の

条例の適用を受ける会計年度任用職員として在

職した期間（以下「勤務期間」という。）におけ

るその者の欠勤等日数に応じた江東区職員の勤

勉手当に関する規則（昭和５４年３月江東区規

則第１３号）別表第１左欄に掲げる欠勤等日数

の区分に応じ、それぞれ同表右欄に定める割合

に次項に規定する成績率を乗じて得た割合とす

る。 

２ 成績率は、会計年度任用職員の勤務成績によ

り、任命権者が特別区人事委員会の承認を得て

定める割合とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、勤務期間におい

て教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

第１４条に掲げる事由に該当して休職にされて

いる期間（以下「結核休職期間」という。）のあ

る会計年度任用職員の支給割合は、勤務期間に

おけるその者の次の各号に掲げる会計年度任用

職員の区分に応じ当該各号に定める割合に前項

に規定する成績率を乗じて得た割合とする。 

(1) 欠勤等日数が７０日未満の者 １００分の

１００ 

(2) 欠勤等日数が７０日以上の者（次号及び第

４号に掲げる者を除く。） １００分の８０ 

(3) 欠勤等日数が７０日以上で、勤務期間中の

結核休職期間以外の期間に第２３条の２第１

項に規定する欠勤等の期間（結核休職期間を

除く。）及び同条第３項に規定する部分休業等

により勤務しない時間がない者（次号に掲げ

る者を除く。） １００の１００ 

(4) 勤務期間中に第２３条の２第１項に規定す

る欠勤等の期間以外の期間がない場合又は勤

務期間中に同項に規定する欠勤等の期間及び

同条第３項に規定する部分休業等により勤務

しない時間がある場合において、勤務期間（次

条第１項に規定する週休日等を除く。）から欠

勤等日数を減じた日数が１日未満となる者 

零 

第２３条の見出しを「（期末手当の欠勤等日数）」

に改め、同条第１項中「前条」を「第２２条」に
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改め、「。以下」の次に「この条及び第２４条にお

いて」を加え、同条第３項中「前項」を「前２項」

に改め、「規定する部分休業により勤務しない時

間」の次に「（第２４条において「部分休業等によ

り勤務しない時間」という。）」を加え、「（以下「部

分休業等により勤務しない時間」という。）」を削

り、同条の次に次の２条を加える。 

（勤勉手当の欠勤等日数） 

第２３条の２ 第２２条の２の欠勤等日数は、勤

務期間中の次に掲げる期間（第３項の規定の適

用を受けるものを除く。以下この条及び第２４

条の２において「欠勤等の期間」という。）ごと

に当該欠勤等の期間から週休日等を除いた日に

おける１日の所定の勤務時間について勤務しな

い時間を会計年度任用職員勤務時間規則第２条

の規定により定められたその者の勤務時間を３

８．７５で除して得た数で除して得た時間を合

計した時間を７時間４５分をもって１日（第８

号に掲げる期間にあっては、２日とする。）とし

て換算した日数（１日未満の端数の時間がある

ときは、これを切り捨てた日数とする。）を合計

した日数とする。 

(1) 法第２８条第２項各号の規定に該当して休

職にされている会計年度任用職員として在職

した期間 

(2) 休職規則第２条第３号及び第４号（同条第

１号及び第２号に準ずる場合を除く。）の規定

に該当して休職にされている会計年度任用職

員として在職した期間 

(3) 第２０条の２第１項第４号に掲げる会計年

度任用職員として在職した期間 

(4) 第２０条の２第１項第５号に掲げる会計年

度任用職員として在職した期間 

(5) 育児休業法第２条第１項の規定による育児

休業（次に掲げる育児休業を除く。）中の会計

年度任用職員として在職した期間 

ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内

にある育児休業であって、当該育児休業の

承認に係る期間（当該期間が２以上あると

きは、それぞれの期間を合算した期間）が

１月以下である育児休業 

イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内

にある育児休業以外の育児休業であって、

当該育児休業の承認に係る期間（当該期間

が２以上あるときは、それぞれの期間を合

算した期間）が１月以下である育児休業 

(6) 職免条例第２条の規定により職務に専念す

る義務を免除され、かつ、第９条第３項に規

定する承認を受けていない期間（講演等を行

った期間を除く。） 

(7) 会計年度任用職員勤務時間規則第１４条に

規定する病気休暇（以下「病気休暇」という。）

により勤務しない期間（次号に掲げる期間を

除く。） 

(8) 引き続く７日以上にわたらない病気休暇の

取扱いを受けた期間（以下「短期の病気休暇

の期間」という。）のうち、勤務期間における

短期の病気休暇の期間（短期の病気休暇の期

間の初日の属する月（当該初日が基準日であ

る場合には、基準日の前日の属する月）の数

が勤務期間において３以上ある場合に限る。） 

(9) 会計年度任用職員勤務時間規則第２０条に

規定する生理休暇により勤務しない期間（条

例第９条第１項又は第２項の規定により報酬

が減額される期間及び同条第３項の規定によ

り報酬が支給されない期間に限る。） 

(10) 介護休暇により勤務しない期間 

(11) 私事欠勤等の取扱いを受けた期間 

(12) 結核休職期間 

２ 前項に定めるもののほか、支給期間において

勤務期間以外の期間がある会計年度任用職員に

係る同項の欠勤等日数の算定に当たっては、当

該期間から週休日等に相当する日を除いた日数

を同項の合計した日数に加算する。 

３ 前２項に定めるもののほか、第１項の欠勤等

日数の算定に当たっては、１日の所定の勤務時

間の一部について、職免条例第２条の規定によ

り職務に専念する義務を免除されたことにより

勤務しない時間（減免基準第２条に規定する承

認を受けていない期間（講演等を行った期間を

除く。）に係るものに限る。）、病気休暇、介護休

暇若しくは会計年度任用職員勤務時間規則第２

７条に規定する介護時間（以下「介護時間」と

いう。）により勤務しない時間、私事欠勤等の取

扱いを受けた時間又は育児休業法第１９条第１

項に規定する部分休業（以下「部分休業」とい

う。）により勤務しない時間（第２４条の２にお

いて「部分休業等により勤務しない時間」とい

う。）があるときは、任命権者が別に定めるとこ

ろにより、日又は時間に換算し、第１項の換算

した日数、合計した日数又は勤務しない時間に

加算する。 
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４ 第１項及び前項の規定は、介護休暇により勤

務しない期間については、日を単位として承認

された場合における勤務しない期間から週休日

等を除いた日における勤務しない時間と時間を

単位として承認された場合における勤務しない

時間を合計した時間を会計年度任用職員勤務時

間規則第２条の規定により定められたその者の

勤務時間を３８．７５で除して得た数（以下「会

計年度任用職員に係る算出率」という。）で除し

て得た時間を７時間４５分をもって１日として

換算した日及び１日未満の端数の時間を合計し

た日及び時間が３０日を超えない場合は、適用

しない。 

５ 第３項の規定は、介護時間又は部分休業によ

り勤務しない時間については、当該勤務しない

時間をそれぞれ合計した時間を会計年度任用職

員に係る算出率で除して得た時間を７時間４５

分をもって１日として換算した日及び１日未満

の端数の時間を合計した日及び時間が３０日を

超えない場合は、適用しない。 

（減額率） 

第２３条の３ 勤務期間において次に掲げる事由

（以下「減額事由」という。）がある者に対する

第２２条の２第１項及び第３項の規定の適用に

ついては、同項中「成績率を乗じて得た割合」

とあるのは、「成績率を乗じて得た割合に１００

の１００から江東区職員の勤勉手当に関する規

則別表第２(1)に掲げる当該減額事由に応じそ

れぞれの割合を減じて得たものをそれぞれ乗じ

て得た割合」とする。 

(1) 私事欠勤等（傷病を原因とする欠勤を除く。

以下この条において同じ。）の取扱いを受けた

期間があること。 

(2) 法第２９条の規定により停職にされたこと。 

(3) 法第２９条の規定により減給にされたこと。 

(4) 法第２９条の規定により戒告にされたこと。 

２ 前項第１号の私事欠勤等の取扱いを受けた期

間は、当該期間における私事欠勤等の取扱いを

受けた時間を会計年度任用職員に係る算出率で

除して得た時間を７時間４５分をもって１日と

して換算した日を単位として計算する。この場

合において、１日の所定の勤務時間の一部につ

いて私事欠勤等の取扱いを受けたことがあると

きは、当該私事欠勤等の取扱いを受けたことを

任命権者が別に定めるところにより日に換算す

る。 

３ 前２項の規定により算定した支給割合に１，

０００分の１０未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てるものとする。 

第２４条の見出し中「欠勤等日数」を「期末手

当の欠勤等日数」に改め、同条各号列記以外の部

分中「（以下この条において」を「（以下」に改め、

「（３月１日、６月１日及び１２月１日をいう。以

下この条において同じ。）」を削り、「前２条」を「第

２２条及び第２３条」に改め、同条第１号中「給

与条例」を「江東区職員の給与に関する条例（昭

和３０年４月江東区条例第７号）」に改め、同条の

次に次の１条を加える。 

（勤勉手当の欠勤等日数の算定の特例） 

第２４条の２ 給与条例適用職員等が、引き続い

て条例の適用を受ける会計年度任用職員（基準

日又は基準日前１か月以内に給与条例適用職員

等を退職し、会計年度任用職員になった者を除

く。）となった場合においては、条例適用前の江

東区職員として在職した期間、欠勤等の期間に

相当する期間、週休日等に相当する日、１日の

所定の勤務時間に相当する時間、部分休業等に

より勤務しない時間及び減額事由に相当する事

由を、それぞれ条例の適用を受ける職員として

在職した期間、欠勤等の期間、週休日等、１日

の所定の勤務時間、部分休業等により勤務しな

い時間及び減額事由とみなして、第２２条の２、

第２３条の２及び第２３条の３の規定を適用す

る。 

第２５条の見出し中「期末手当」を削り、同条

第１項中「第１６条第２項」の次に「又は第１６

条の２第２項」を加え、「期末手当」を削り、同条

第２項から第４項までの規定中「期末手当」を削

る。 

第２６条の見出し中「期末手当の」を削り、同

条第１項各号列記以外の部分中「第１６条第１項」

の次に「及び第１６条の２第１項」を加え、「期末

手当の」を削り、同項第１号及び第２号中「期末

手当」の次に「及び勤勉手当」を加える。 

第２７条第５項に次の１号を加える。 

(4) 条例第１６条の２に規定する勤勉手当の額

の算出の基礎となる地域手当に相当する報酬

額 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の期末手当に関する規則の一部を改

正する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３６号 
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江東区職員の期末手当に関する規則を公布

する。 

江東区職員の期末手当に関する規則（昭和５０

年３月江東区規則第２７号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第１項中第１２号を第１３号とし、第１

１号を第１２号とし、第１０号を第１１号とし、

第９号の次に次の１号を加える。 

(10) 教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

第２６条第１項の規定により大学院修学休業

をしている職員（以下「大学院修学休業中の

職員」という。） 

第２条の２中第７号を第８号とし、第６号を第

７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

(6) 大学院修学休業中の職員として在職した期

間 

第４条第１項各号列記以外の部分中「第８号ま

で」を「第９号まで」に、「第９号及び第１０号」

を「第１０号及び第１１号」に改め、同項中第１

２号を第１３号とし、第７号から第１１号までを

１号ずつ繰り下げ、第６号の次に次の１号を加え

る。 

(7) 大学院修学休業中の職員として在職した期

間 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部を改

正する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３７号 

江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部

を改正する規則 

江東区職員の勤勉手当に関する規則（昭和５４

年３月江東区規則第１３号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第１項中第１２号を第１３号とし、第１

１号を第１２号とし、第１０号を第１１号とし、

第９号の次に次の１号を加える。 

(10) 教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

第２６条第１項の規定により大学院修学休業

をしている職員（以下「大学院修学休業中の

職員」という。） 

第２条の２中第８号を第９号とし、第７号を第

８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

(7) 大学院修学休業中の職員として在職した期

間 

第３条第１項第１号中「１００分の１１７．５」

を「１００分の１１２．５」に、「１００分の１３

２．５」を「１００分の１３０」に改め、同項第

２号中「１００分の５７．５」を「１００分の５

５」に、「１００分の６５」を「１００分の６３．

７５」に改め、同条第３項各号列記以外の部分中

「期間」という。）」の次に「又は教育公務員特例

法第１４条に掲げる事由に該当して休職にされて

いる期間（以下「結核休職期間」という。）」を加

え、同項第３号中「結核休養期間」の次に「及び

結核休職期間」を加える。 

第３条の２第１項各号列記以外の部分中「第９

号及び第１０号」を「第１０号及び第１１号」に、

「第１４号」を「第１６号」に改め、同項中第１

７号を第１９号とし、第１３号から第１６号まで

を２号ずつ繰り下げ、第１２号を第１３号とし、

同号の次に次の１号を加える。 

(14) 結核休職期間 

第３条の２第１項中第１１号を第１２号とし、

第７号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ、第

６号の次に次の１号を加える。 

(7) 大学院修学休業中の職員として在職した期

間 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。

ただし、第２条第１項の改正規定、第２条の２の

改正規定、第３条第３項の改正規定及び第３条の

２第１項の改正規定は、令和７年４月１日から施

行する。 

                    

江東区長の職務代理順序に関する規則を公布す

る。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３８号 

江東区長の職務代理順序に関する規則 

区長に事故があるとき又は区長が欠けたときは、

次の順序で副区長がその職務を代理する。 

第１順位 副区長 綾部吉行 

第２順位 副区長 油井教子 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（江東区長の職務代理順序に関する規則の廃止） 

２ 江東区長の職務代理順序に関する規則（令和

５年６月江東区規則第５４号）は、廃止する。 

                    

江東区副区長の選任に伴う関係規則の整理に関
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する規則を公布する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

◎江東区規則第３９号 

江東区副区長の選任に伴う関係規則の整理

に関する規則 

（江東区災害対策本部条例施行規則の一部改正） 

第１条 江東区災害対策本部条例施行規則（昭和

４０年７月江東区規則第２９号）の一部を次の

ように改正する。 

  第４条第２項中「令和５年６月江東区規則第

５４号」を「令和６年４月江東区規則第３８号」

に改める。 

（江東区震災復興事業の推進に関する条例施行規

則の一部改正） 

第２条 江東区震災復興事業の推進に関する条例

施行規則（平成２５年３月江東区規則第３０号）

の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項中「令和５年６月江東区規則第

５４号」を「令和６年４月江東区規則第３８号」

に改める。 

（江東区新型インフルエンザ等対策本部条例施行

規則の一部改正） 

第３条 江東区新型インフルエンザ等対策本部条

例施行規則（平成２５年４月江東区規則第５０

号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項中「令和５年６月江東区規則第

５４号」を「令和６年４月江東区規則第３８号」

に改める。 

（江東区契約事務規則の一部改正） 

第４条 江東区契約事務規則（昭和３９年３月江

東区規則第１１号）の一部を次のように改正す

る。 

  第３条の２第３項中「令和５年６月江東区告

示第２１１号」を「令和６年４月江東区告示第

１２４号」に改める。 

（江東区会計事務規則の一部改正） 

第５条 江東区会計事務規則（昭和３９年３月江

東区規則第１３号）の一部を次のように改正す

る。 

  第４条第３項中「令和５年６月江東区告示第

２１１号」を「令和６年４月江東区告示第１２

４号」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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規 則 （ 教 ） 

 

江東区学校運営協議会規則の一部を改正する規

則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第２号 

江東区学校運営協議会規則の一部を改正す

る規則 

江東区学校運営協議会規則（令和２年７月江東

区教育委員会規則第１４号）の一部を次のように

改正する。 

 第９条第１項中「２年」を「任命の日からその

日の属する年度の翌年度の末日まで（教育委員会

が特に必要があると認める場合における協議会委

員の任期は、任命の日からその日の属する年度の

末日までとする。）」に改め、同項に次のただし書

を加える。 

  ただし、協議会委員が欠けた場合における補

欠の協議会委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

 第９条第２項を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。                     

                     

江東区教育委員会の権限委任に関する規則を公

布する。 

  令和６年３月２８日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第３号 

江東区教育委員会の権限委任に関する規則 

 江東区教育委員会の権限委任に関する規則（昭

和４１年１０月江東区教育委員会規則第２号）の

全部を改正する。 

（通則） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭和３１年法律第１６２号）第２５条第１

項の規定に基づき、江東区教育委員会（以下「教

育委員会」という。）の権限に属する事務の一部

をこの規則の定めるところにより、江東区教育

委員会教育長（以下「教育長」という。）に委任

する。 

（委任事項） 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、

その権限に属する事務を教育長に委任する。 

 (1) 教育行政の運営に関し、基本的な方針を決

定すること。 

 (2) 教育委員会規則その他教育委員会の定める

規程の制定又は改廃に関すること。 

 (3) 教育委員会の所管に属する学校その他の教

育機関の設置及び廃止に関すること。 

 (4) 教育委員会及び教育委員会の所管に属する

学校その他の教育機関の職員の任免その他の

人事に関すること。 

 (5) 教育委員会の権限に属する事務の管理及び

執行の状況の点検及び評価に関すること。 

 (6) 幼保連携型認定こども園に関する意見の申

出に関すること。 

 (7) 議会の議決を経るべき議案に関すること。 

 (8) 教科用図書の採択に関すること。 

 (9) 重要な教育財産の取得及び処分を申し出る

こと。 

 (10) 文化財の指定及び指定の解除に関すること。 

 (11) 特に重要な告示、通達、申請等に関するこ

と。 

 (12) 通学区域を定めること。 

 (13) 訴訟、和解及び審査請求に関すること。 

 (14) 請願及び陳情に関すること。 

 (15) 前各号に掲げるもののほか、特に重要な事

項に関すること。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育長は、委任さ

れた事務について必要があると認めるときは、

教育委員会に付議することができる。 

３ 教育長は、第１項の規定により委任された事

務のうち処理した事項について、教育委員会に

報告するものとする。 

（臨時代理） 

第３条 教育長は、前条第１項の規定により委任

された事務以外の事務について、緊急に処理し

なければならない事由が生じ、かつ、教育委員

会を招集するいとまがないとき、又はその事務

の処理についてあらかじめ教育委員会の指示を

受けたときは、これを臨時に代理することがで

きる。 

２ 教育長は、前項の規定により臨時に代理した

ときは、教育委員会に報告し、その承認を得な

ければならない。ただし、その事務の処理につ

いてあらかじめ教育委員会の指示を受けたとき

は、この限りでない。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

江東区教育委員会事務局処務規則の一部を改正
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する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第４号 

江東区教育委員会事務局処務規則の一部を

改正する規則 

江東区教育委員会事務局処務規則の一部を改正

する規則（昭和４０年３月江東区教育委員会規則

第３号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項の表地域教育課の項に次のように

加える。 

放課後運営指導係 

 第７条の表地域教育課の項に次のように加える。 

放課後運営指導係 

１ 江東きっずクラブの運営指導及び検査に

関すること。 

 第８条各号を次のように改める。 

 (1) 教育行政の運営に関し、基本的な方針を決

定すること。 

 (2) 委員会規則その他委員会の定める規程の制

定又は改廃に関すること。 

 (3) 委員会の所管に属する学校その他の教育機

関の設置及び廃止に関すること。 

 (4) 委員会及び委員会の所管に属する学校その

他の教育機関の係長、担当係長及び主査以上

の職にある職員（県費負担教職員及び他の任

命権者からの事務従事職員を除く。以下「委

員会議決職員」という。）の任免その他の人事

に関すること。 

 (5) 委員会の権限に属する事務の管理及び執行

の状況の点検及び評価に関すること。 

 (6) 幼保連携型認定こども園に関する意見の申

出に関すること。 

 (7) 議会の議決を経るべき議案に関すること。 

 (8) 教科用図書の採択に関すること。 

 (9) 重要な教育財産の取得及び処分を申し出る

こと。 

 (10) 文化財の指定及び指定の解除に関すること。 

 (11) 特に重要な告示、通達、申請等に関するこ

と。 

 (12) 通学区域を定めること。 

 (13) 訴訟、和解及び審査請求に関すること。 

 (14) 請願及び陳情に関すること。 

 (15) 前各号に掲げるもののほか、特に重要な事

項に関すること。 

 第９条第３号を次のように改める。 

 (3) 前条第４号に規定する委員会議決職員以外

の職員の任免その他の人事に関すること。 

 第９条第６号中「、公告、公表」を削り、「申請、

照会、回答、諮問及び通知」を「申請等」に改め、

同条第７号中「前各号」の次に「に掲げるもの」

を加え、「特に」を削る。 

 第９条の２第７号中「前各号」の次に「に掲げ

るもの」を加え、「重要な」を「委員会及び教育長

の決裁を受けるべき事案に当てはまらない」に改

める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例施行規則の一部

を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第５号 

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学

校薬剤師の公務災害補償に関する条例施行

規則の一部を改正する規則 

 江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例施行規則（平成

１４年３月江東区教育委員会規則第３号）の一部

を次のように改正する。 

 第７条中「次に掲げる」を「懲役、禁錮若しく

は拘留の刑の執行のため若しくは死刑の言渡しを

受けて刑事施設に拘置されている場合、労役場留

置の言渡しを受けて労役場に留置されている場合

又は法廷等の秩序維持に関する法律（昭和２７年

法律第２８６号）第２条の規定による監置の裁判

の執行のため監置場に留置されている」に改め、

同条各号を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和６年３月２８日 

教育長  本 多 健一郎   

教育委員  本 田 和 恵 

◎江東区教育委員会規則第６号 

江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関す

る規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規

則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第１５

号）の一部を次のように改正する。 
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 第４条第１項第１号中「１００分の１１７．５」

を「１００分の１１２．５」に、「１００分の１３

２．５」を「１００分の１３０」に改め、同項第

２号中「１００分の５７．５」を「１００分の５

５」に、「１００分の６５」を「１００分の６３．

７５」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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訓 令 

 

◎江東区訓令甲第４号 

都市整備部 建築課    

江東区における建築主事の確認等の事務の執行

順位に関する規程（昭和４０年４月１日江東区訓

令甲第４号）の一部を次のように改正する。 

  令和６年３月７日 

江東区長  大久保 朋 果  

 前行署名中「建設部 建築課」を「都市整備部

建築課」に改める。 

 第１条に見出しとして「（執行順位）」を付し、

同条中「の確認及び計画通知の審査事務並びに建

築設備の定期検査に関する」を「が建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）の

規定に基づき行う」に、「建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号）の施行に関する事務を担当する

係長たる」を「都市整備部長があらかじめ指定す

る」に改める。 

 第２条に見出しとして「（第２順位である建築主

事の事務の執行）」を付し、同条各号列記以外の部

分中「たる」を「である」に、「確認及び計画通知

の審査事務並びに建築設備の定期検査に関する」

を「法の規定に基づき行う」に改め、同条第１号

中「たる」を「である」に、「、出張または」を「出

張又は」に改め、同条第２号中「たる」を「であ

る」に改める。 

附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第５号 

庁 中 一 般    

事  業  所    

江東区男女共同参画推進センター処務規程（平

成２３年４月江東区訓令甲第１号）の一部を次の

ように改正する。 

  令和６年３月２９日 

江東区長  大久保 朋 果  

第１条中「江東区男女共同参画条例（平成１６

年３月江東区条例第１号）及び」を削る。 

   附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第６号 

庁 中 一 般    

事  業  所    

江東区福祉事務所処務規程（平成５年９月江東

区訓令甲第３２号）の一部を次のように改正する。 

令和６年３月２９日 

江東区長  大久保 朋 果  

 第２条の表障害者支援課の項中 
「 在宅生活相談係 」 

を 
「 在宅生活相談係  

 障害児支援係 」 

に改め、同表保護第二課の項の次に次のように加

える。 

 生活応援課 

  家庭相談係 

 第２条の表中 
「 保育課  

  保育管理係  

  保育支援係  

  入園係  」 

を 
「 保育政策課  

  施設管理係  

 保育支援課  

  保育サービス係  

  事業支援係 」 

に改める。 

第３条の表保護第一課の項中「、母子及び父子

並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）、

売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）及び児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）」を削り、

同表保護第二課の項中「、母子及び父子並びに寡

婦福祉法、売春防止法及び児童福祉法」を削り、

同項の次に次のように加える。 

生活応援課 

１ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９

年法律第１２９号）、困難な問題を抱える女性

への支援に関する法律（令和４年法律第５２

号）及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）に定める個別的援護事務及び区長が必

要と認めた個別的援護事務に関すること。 

 第３条の表保育課の項を次のように改める。 

保育政策課 

１ 児童福祉法に定める保育所等における保育

及び当該保育に要する費用の徴収に関するこ

と（保育支援課に属するものを除く。）。 

保育支援課 

１ 児童福祉法に定める保育所等における保育

及び当該保育に要する費用の徴収に関するこ

と（保育政策課に属するものを除く。）。 

第４条第１項の表保護第二課長の項の次に次の

ように加える。 
  

生活応援課長 生活支援部生活応援課（以下「生
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活応援課」という。）の長の職に

ある者 
  

第４条第１項の表養育支援課長の項の次に次の

ように加える。 
保育政策課長 

 

こども未来部保育政策課（以下

「保育政策課」という。）の長の

職にある者 

第４条第１項の表保育課長の項を次のように改

める。 
保育支援課長 

 

こども未来部保育支援課（以下

「保育支援課」という。）の長の

職にある者 

 第４条第１項の表係長の項及びその他必要な職

員の項中「保護第二課」の次に「、生活応援課」

を、「養育支援課」の次に「、保育政策課」を加え、

「保育課」を「保育支援課」に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第７号 

庁 中 一 般    

事  業  所    

江東区保育所処務規程（昭和３６年４月江東区

訓令甲第２号）の一部を次のように改正する。 

令和６年３月２９日 

江東区長  大久保 朋 果  

 第１条並びに第３条第１項及び第２項中「保育

課長」を「保育政策課長」に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第８号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区金銭出納員、現金取扱員、給与取扱者、

分任給与取扱者、物品出納員及び検査員の任命又

は指定について（昭和５９年３月江東区訓令甲第

５号）の一部を次のように改正する。 

令和６年３月２９日 

江東区長  大久保 朋 果  

別表第１中 
「 政策経営部情報システム課

管理係長 

政策経営部情

報システム課 

 

」 

を 
「 政策経営部情報システム課

管理係長 

政策経営部情

報システム課 

 

 政策経営部ＤＸ推進課ＤＸ

推進係長 

政策経営部Ｄ

Ｘ推進課 

 

」 

に、 
「 総務部人権推進課人権推進担当係長 」 

を 
「 総務部人権推進課管理係長 」 

に、 

「 生活支援部保護第二課庶務

係長 

生活支援部保

護第二課 

 

」 

を 
「 生活支援部保護第二課庶務

係長 

生活支援部保

護第二課 

 

 生活支援部生活応援課家庭

相談係長 

生活支援部生

活応援課 

 

」 

に改め、新型コロナウイルスワクチン接種推進室

ワクチン接種管理担当課長付ワクチン接種管理担 

当係長の項を削り、 
「 こども未来部保育計画課保

育計画係長 

こども未来部

保育計画課 

 

 こども未来部保育課保育管

理係長 

こども未来部

保育課 

 

 こども未来部保育課入園係

長 

こども未来部

保育課入園係 

 

」 

を 

「 こども未来部保育政策課保

育政策係長 

こども未来部

保育政策課 

 

 こども未来部保育支援課保

育サービス係長 

こども未来部

保育支援課 

 

」 

に改める。 

 別表第２中 
「 総務部人権推進課人権推進担当係長 」 

を 
「 総務部人権推進課管理係長 」 

に、 

「 福祉部福祉課指導係  

 福祉部福祉課事業者指定係 」 

を 
「 福祉部福祉課地域福祉係  

 福祉部福祉課社会福祉法人担当 」 

に、 
「 福祉部介護保険課在宅支援係  」 

を 

「 福祉部介護保険課在宅支援係   

 福祉部介護保険課指導係   

 福祉部介護保険課事業者指定係  」 

に、 
「 生活支援部保護第二課庶務

係 

生活支援部保

護第二課庶務

係長 

 

 

」 

を 
「 生活支援部保護第二課庶務

係 

生活支援部保

護第二課庶務

係長 
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生活支援部生活応援課家庭

相談係 

生活支援部生

活応援課家庭

相談係長 

 

 

」    

に改め、新型コロナウイルスワクチン接種推進室

の項を削り、 
「 こども未来部保育計画課保

育計画係 

こども未来部

保育計画課保

育計画係長 

 

 こども未来部保育課保育管

理係 

こども未来部

保育課保育管

理係長 

 

 こども未来部保育課入園係 こども未来部

保育課入園係

長 

 

 

」 

を 
「 こども未来部保育政策課保

育政策係 

こども未来部

保育政策課保

育政策係長 

 

 こども未来部保育支援課保

育サービス係 

こども未来部

保育支援課保

育サービス係

長 

 

 

 

」 

に改める。 

別表第３中 
「 政策経営部情報システム課

管理係長 

政策経営部情

報システム課 

 

」 

を 
「 政策経営部情報システム課

管理係長 

政策経営部情

報システム課 

 

 政策経営部ＤＸ推進課ＤＸ

推進係長 

政策経営部Ｄ

Ｘ推進課 

 

」 

に、 
「 総務部人権推進課人権推進担当係長 」 

を 

「 総務部人権推進課管理係長 」 

に、 
「 生活支援部保護第二課庶務

係長 

生活支援部保

護第二課 

 

」 

を 
「 生活支援部保護第二課庶務

係長 

生活支援部保

護第二課 

 

 生活支援部生活応援課家庭

相談係長 

生活支援部生

活応援課 

 

」 

に改め、新型コロナウイルスワクチン接種推進室

ワクチン接種管理担当課長付ワクチン接種管理担

当係長の項を削り、 
「 こども未来部保育計画課保

育計画係長 

こども未来部

保育計画課 

 

 こども未来部保育課保育管

理係長 

こども未来部

保育課 

 

」 

を 

「 こども未来部保育政策課保 

育政策係長 

こども未来部

保育政策課 

 

こども未来部保育支援課保

育サービス係長 

こども未来部

保育支援課 

 

」 

に改める。 

別表第５中 
「 政策経営部情報システム課

管理係長 

政策経営部情

報システム課 

 

」 

を 
「 政策経営部情報システム課

管理係長 

政策経営部情

報システム課 

 

 政策経営部ＤＸ推進課ＤＸ

推進係長 

政策経営部Ｄ

Ｘ推進課 

 

」 

に、 
「 総務部人権推進課人権推進担当係長 」 

を 
「 総務部人権推進課管理係長 」 

に、 
「 生活支援部保護第二課庶務

係長 

生活支援部保

護第二課 

 

」 

を 
「 生活支援部保護第二課庶務

係長 

生活支援部保

護第二課 

 

 生活支援部生活応援課家庭

相談係長 

生活支援部生

活応援課 

 

」 

に改め、新型コロナウイルスワクチン接種推進室

ワクチン接種管理担当課長付ワクチン接種管理担

当係長の項を削り、 

「 こども未来部保育計画課保

育計画係長 

こども未来部

保育計画課 

 

 こども未来部保育課保育管

理係長 

こども未来部

保育課 

 

」 

を 
「 こども未来部保育政策課保

育政策係長 

こども未来部

保育政策課 

 

 こども未来部保育支援課保

育サービス係長 

こども未来部

保育支援課 

 

」 

に改める。 

 別表第６中 
「 政策経営部情報システム課管理係長 」 

を 

「 政策経営部情報システム課管理係長  

 政策経営部ＤＸ推進課ＤＸ推進係長 」 

に、 

「 総務部人権推進課人権推進担当係長 」 

を 
「 総務部人権推進課管理係長 」 

に、 
「 生活支援部保護第二課庶務係長 」 

を 
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「 生活支援部保護第二課庶務係長  

 生活支援部生活応援課家庭相談係長 」 

に改め、新型コロナウイルスワクチン接種推進室

ワクチン接種管理担当課長付ワクチン接種管理担

当係長の項を削り、 
「 こども未来部保育計画課保育計画係長  

 こども未来部保育課保育管理係長 」 

を 
「 こども未来部保育政策課保育政策係長  

 こども未来部保育支援課保育サービス係長 」 

に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第９号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

規程（平成１０年４月江東区訓令甲第２１号）の

一部を次のように改正する。 

  令和６年３月２９日 

江東区長  大久保 朋 果  

 別表保育園の項中「保育課長」を「保育政策課

長」に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

                     

◎江東区訓令甲第１０号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

江東区職員の勤務時間、休憩時間等に関する規

程（平成１０年４月江東区訓令甲第２０号）の一

部を次のように改正する。 

  令和６年３月２９日 

江東区長  大久保 朋 果  

 別表児童館の項中「午後６時１５分」を「午後

７時１５分」に改め、同表保育園の項中「保育課

長」を「保育政策課長」に改める。 

   附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行

する。 

                     

◎江東区訓令甲第１１号 

庁 中 一 般    

事  業  所    

 江東区保健所処務規程（昭和５０年４月江東区

訓令甲第３８号）の一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果  

 第２条の表生活衛生課の項中「試験検査係」を

削り、同表保健予防課の項中 
「 感染症対策係 」 

を 
「 感染症対策係 

コロナワクチン管理係 

 

」 

に改める。 

第３条の表健康推進課の部庶務係の項中 
「 ６ 医療従事者の免許の申請書等の受理経

由に関すること。 

 

 ７ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する

法律（平成６年法律第１１７号）に基づ

く申請書等の受理経由に関すること。 

 

 ８ 献血思想の普及及び骨髄移植に関する

こと。 

 

 ９ 保健衛生情報の提供に関すること。  

 １０ 健康センターに関すること。  

 １１ 災害時医療救護活動に関すること。  

 １２ 所内他の課、係等に属しないこと。 」 

を 
「 ６ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する

法律（平成６年法律第１１７号）に基づ

く申請書等の受理経由に関すること。 

 

 ７ 献血思想の普及及び骨髄移植に関する

こと。 

 

 ８ 保健衛生情報の提供に関すること。  

 ９ 健康センターに関すること。  

 １０ 災害時医療救護活動に関すること。  

 １１ 所内他の課、係等に属しないこと。 」 

に改め、同表生活衛生課の部医薬衛生係の項中 
「 ５ 医療相談に関すること。 」 

を 
「 ５ 医療相談に関すること。 

６ 医療従事者の免許の申請書等の受理経

由に関すること。 

 

 

」 

に改め、同部試験検査係の項を削り、同表保健予

防課の項中 
「 感染症対策係  

 １ 感染症予防及び結核予防に関するこ

と。 

 

」 

を 
「 感染症対策係  

 １ 感染症予防及び結核予防に関するこ

と。 

 

 コロナワクチン管理係  

 １ 新型コロナワクチン接種に関するこ

と。 

 

」 

に、 
「 保健指導担当係長  

 １ 保健指導に関すること。  
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 ２ 保健指導に関する保健相談所間の連絡

調整に関すること。 

 

」 

を 
「 保健指導担当係長  

 １ 保健指導に関すること。  

 ２ 保健指導に関する保健相談所間の連絡

調整に関すること。 

 

 接種担当係長  

 １ 新型コロナワクチン接種の実施及び各

医療機関との調整に関すること。 

 

 計画策定担当係長  

 １ 保健衛生に係る計画の策定並びに保健

衛生事業の企画及び調整に関すること。 

 

」 

に改める。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


